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１． ふじみ野市ＩＣＴ部門の業務継続計画・基本方針 
（１）ふじみ野市ＩＣＴ部門の業務継続計画 

「業務継続計画」とは、大規模災害や事故で被害を受けても、重要業務をなるべく中断

させず、中断してもできるだけ早急に復旧させるための計画である。 

大規模災害や事故が発生した場合、自ら及び周辺地域の被害により、ヒト、モノ、社会

インフラなど利用できる資源に制約がかかる状況に陥ることが予想される。このような事

態において復旧を優先するべき重要業務を事前に特定しておき、事前のバックアップ体制

やリスクの軽減、復旧手順の明確化、指揮命令系統の確立及び初動対応など、計画をあら

かじめ立案し、準備しておく必要がある。 

本文書では、これらの準備の中でＩCT 部門が対応する業務継続計画（以後、ＩＣＴ－Ｂ

ＣＰと記載する）を定めている。 

地域防災計画も考慮し、地震を主に取り上げて検討しているが、他の物理的被災に対応

した業務継続対応にも応用することを想定する。 
 
 

（２）基本方針 
災害の発生直後においては、必要な資源が失われている可能性がある中で、市民の安全

確保や平常時の重要業務の早期復旧を図るため、平常時とは異なる初動業務の対応が求め

られる。また、業務へのＩＣＴ活用の依存度が高い今日においては、ＩＣＴの利活用の有

無が初動業務の迅速性に大きな影響を与えることが想定される。このため、ふじみ野市の

災害時における初動業務の開始が即時に行えるように、重要システム・インフラ等の被害

を最小限にとどめるとともに、速やかに復旧することを目的として、ＩＣＴ－ＢＣＰを策

定する。 

また、庁舎や周辺のインフラ、ライフライン等が甚大な被害を受け、本庁舎等（ふじみ

野市災害対策本部を設置する本庁舎及びＩＣＴ部門を置く第２庁舎をいう。）で復旧する

よりも代替拠点で復旧する方が早く応急業務に対応できるケースも想定されるため、代替

拠点での復旧も視野に入れて検討することとする。 

 

① 災害時の業務復旧にあたっては、市民及び職員の安全確保を第一とする。 

 

② 災害時の業務復旧にあたっては、市民の安全確保、生活及び経済活動の基本的部分の

早期復旧に必要となるシステム・インフラを最優先で復旧する。 

 

③ ICT-BCP は定期的に取り組み状況を評価するために、毎年の定期見直しを行うほ

か、ICT-BCP に影響する範囲に変更があった場合にも適宜見直しを行う。 

 

④ ICT-BCP の予防措置に関しては、費用対効果を明らかにし、最低限必要な対策及び

費用対効果のよい対策を優先して行う。 
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（３）代替拠点の想定 
本庁舎等が利用可能な場合、比較的切迫性が高い「東京湾北部地震」及び発生確率はき

わめて低いがふじみ野市の被害が大きくなる「関東平野北西縁断層帯地震」を主な想定事

象として、その他の大きな被害をもたらす事象も意識しながらふじみ野市のＩＣＴ資源の

被害の可能性を評価し、脆弱性のあるＩＣＴ資源に対し、防災対策、代替対策などの事前

対策を施して、庁舎等での復旧を行えるようにしておく。この状況設定を「本庁舎等継続

使用の場合」とする。 

 

一方、ふじみ野市に起こり得る何らかの危機事象（大地震、火災、テロなど）により、

ふじみ野市の庁舎や周辺のインフラ、ライフライン等の被害が甚大になり、本庁舎等で復

旧するより、代替拠点で復旧した方が応急業務に早く対応できる状況を想定し、可能な限

りの事前対策を施して、代替拠点での復旧を行えるようにしておく。この状況設定を「代

替拠点移動の場合」とする。 

ただし、代替拠点での運用はまずは応急業務を主に対象とした初動対応（発災後概ね７

２時間以内）とし、ふじみ野市のＩＣＴ資源の完全な機能回復は災害対策本部による庁舎

機能の回復拠点の判断に従い、本庁舎等または代替拠点で復旧または整備作業を行うもの

とする。 

 

○代替拠点選定要素 ＜＜様式 ６参照＞＞ 

代替拠点が全庁的に既に決定されていれば、それに従って対応計画を策定するが、決定

されていない場合には、以下の選定要素を用いて対応計画を準備していく。この場合で

も、防災担当の部局と協議しながら想定を行うことを原則とする。 

 

■適合、□不適合 

代替拠点選定要素 
大井 

総合支所 
出張所 

①耐震性のある建物 ■ ■ 

②洪水などの被害を受けない安全な場所にある ■ ■ 

③冗長電源（非常用電源）を備えている ■ ■ 

④通信設備（行政無線、ＬＧＷＡＮ等）を備えている □ □ 

⑤セキュリティ管理、空調、床荷重など、必要レベルにある □ □ 

⑥本庁舎と同時罹災しにくい施設である ■ ■ 

⑦必要な面積を確保できる ■ □ 

⑧ふじみ野市地域内の施設である ■ ■ 
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２．平常時における推進体制と維持管理 
（１）推進体制と役割 

ＩＣＴ－ＢＣＰは、市長を中心としたふじみ野市ＩＣＴ－ＢＣＰ推進体制（下図参照）

により実施する。 

当推進体制において、各業務部門の参画支援を得て業務継続計画を策定する。 

また、発災時は災害対策本部の指揮に従い、復旧体制は７.(1)緊急時対応体制のもと、

業務の復旧を実施する。 

 

＜ふじみ野市ＩＣＴ－ＢＣＰ推進体制＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市長 
ＣＩSＯ：副市長 

ふじみ野市防災会議 

情報化推進委員会 
 

委員長：情報政策担当課長 
委員：防災部門他担当課長 

事務局：情報政策担当課 

（情報システム担当） 
ＩＣＴ－ＢＣＰ 

策定担当 

（防災担当） 
ＩＣＴ－ＢＣＰ 

策定担当 

（その他各業務担当） 
ＩＣＴ－ＢＣＰ 

策定担当 

復旧支援業者 復旧支援業者 復旧支援業者 

災害対策本部会議 
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組織名称 役割の概要 
災害対策本部 

との関係 

市長 

（ＣＩSＯ：副市長） 

ＩＣＴ－ＢＣＰの制定、改定を指示する。 

ＩＣＴ－ＢＣＰの制定、改定について結果

の確認を行う。 

災害対策本部長 

災害対策副本部長 

ふじみ野市防災会議 

地域防災における各種対策の実施状況を把

握し、計画の進捗を図る。 

ＩＣＴ－ＢＣＰの制定、大規模な改定に対

し、地域防災の観点から確認、助言を行

う。 

平常時の会議を行

う会議体 

災害対策本部会議 

ＩＣＴ－ＢＣＰの制定、大規模な改定に対

し、災害対策本部運営上の観点から確認、

助言を行う。 

災害対策本部員 

情報化推進委員会 

委員長：情報政策担当課長 

委員：防災部門他担当課長 

ＩＣＴ－ＢＣＰの制定、改定に際して、必

要な助言・指導を行う。 

対策等の実施状況について評価を行う。 

本部事務局員、情

報庶務班ほか各班

班長、副班長 

情報化推進委員会事務局 

（情報政策担当課） 

ＩＣＴ－ＢＣＰの維持管理を行う。 

ＩＣＴ－ＢＣＰの策定、改定の際は全庁の

ＩＣＴ資源に対し、とりまとめを行う。 

 

ＩＣＴ－ＢＣＰ策定担当者 

（情報システム担当） 

（防災担当） 

（その他各業務担当） 

ＩＣＴ－ＢＣＰの主管領域の作成及び計画

で定められた各種施策を担当する。 

括弧内の各部署に所属するＩＣＴ－ＢＣＰ

担当者。 

 

 
 

（２）運用 
ふじみ野市の内外環境は常に変化しているため、ＩＣＴ－ＢＣＰも環境の変化に対して

最新の状態を保ち、実効性を維持していく必要がある。そのため、チェックリストによ

り、定期的な見直しを行い、最新性や正確性を維持できるようにする。その際、数ヶ月で

見直すべき項目と年次で見直すべき項目を分けて確認することとする。また、庁舎から避

難せざるを得ない事態や代替先へ移動する際に持ち出すべきものとして、持出リストによ

る定期的な確認を行うこととする。 

ＩＣＴ－ＢＣＰの緊急時対応体制の要員は災害対応力を高め、維持していくために定期

的な訓練を行うこととする。その際に訓練説明会を事前に開催し、ＩＣＴ－ＢＣＰに変更

点があれば、周知もかねて実施することとする。 

 

①評価・見直し 

情報化推進委員会事務局は、ＩＣＴ－ＢＣＰをできる限り最新の内容で運用するた

めに、運用管理チェックシート「様式１７：訓練計画」、「様式１８. 業務継続計画

の更新チェック」、「様式１９：持ち出しリスト点検事項一覧」を用いて、定期的に

内容を確認し必要な見直しを実施する。 

ただし、以下のような事項があった場合には、適宜必要な見直しを行う。 

（ａ）人事、組織に変更があった場合 
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（ｂ）復旧支援事業者に変更があった場合 

（ｃ）ふじみ野市の業務に大きな変更があった場合 

（ｄ）主要なシステム・インフラに変更があった場合 

（ｅ）ふじみ野市地域防災計画に変更があった場合 

（ｆ）その他情報統括責任者が必要と認めた場合 
 

②周知・教育 

訓練計画立案時に併せて教育計画を立案する。 
・全職員：災害時に迅速に対応するため、ふじみ野市のイントラネットで職員に
公開するものとし、定期的に本文書に関する教育を実施し周知を徹底する。 

・ＩＣＴ－ＢＣＰ要員：訓練の都度、事前に訓練説明会を実施 

・人事異動等により初めてＩＣＴ－ＢＣＰ要員となる職員：都度実施 
 

③訓練 

定期、随時に必要な範囲で訓練を計画及び実施する。毎年度の訓練計画は「様式

１７：訓練計画」の項目に沿って決定する。 
なお、安否確認の訓練は、定期訓練において必ず行う。 

 

○訓練計画                         ＜＜様式１７参照＞＞ 

年次のＩＣＴ－ＢＣＰ更新時又は情報システム担当の年次計画立案時に、当該年の訓練計画

を取りまとめ、訓練を実施する。 

訓練名称 訓練の概要 参加者 時期 企画者 

計画の説明会 
（セミナー） 

業務継続計画の理解を深め
る。 

各担当 

制定・改定
後の情報セ
キュリティ

研修時 

情報システム
担当 

手順確認訓練 
(ウォークスルー) 

ＩＣＴ－ＢＣＰで計画され
た手順確認・習得及び手順
に係る課題の抽出。 

防災担当 
広報担当 

制定・改定
の翌７月 

情報システム
担当 

実効性確認訓練 
(シミュレーション) 

計画書の実効性を確認す
る。又、当該ＢＣＰを発動
するにあたっての課題を抽
出する。 

防災担当 
広報担当 
福祉担当 
市民担当 

制定・改定
の翌 7 月 

情報システム
担当 
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＜＜様式１８参照＞＞ 

１８－１ 月次見直し項目 

チェック 点検項目 備考 

□ 
人事異動、組織の変更による業務継続要員の変更がないか

を確認する。 
 

□ 
各要員やベンダ等の電話番号やメールアドレスの変更がな

いかを確認する。 
 

□ 
計画書を変更した場合、計画に関連する文書がすべて最新
版に更新されているかを確認する。 

 

□ 
復旧用の媒体、復旧手順書が予定どおりに準備されている

か（破損等がないか）を確認する。 
 

□ 
非常用電源の配線または系統やＵＰＳ(無停電電源装置)、
非常用通信手段が問題なく使用できるか点検する。 

 

□ 
取引関係の変更などにより、協力関係を構築すべき外部事

業者に変更がないかを確認する。 
 

 

１８－２ 年次見直し項目 

チェック 点検項目 備考 

□ 
新たなシステムの導入による計画の見直し検討が適時行な

われているかを確認する。 
 

□ 
被害想定の変更による計画の見直し検討が適時行なわれて

いるかを確認する。 
 

□ 
ふじみ野市地域防災計画の変更による計画の見直し検討が
適時行なわれているかを確認する。 

 

□ 

検討された課題への対策案が確実に実施されているかを確

認する。（責任部門や対応スケジュールが未定のものは予

算編成時に予算化するとともに、上位者や他部署との調整
が必要な案件については上位者と対応を相談しているかな

ど） 

 

□ 
重要な外部事業者の業務継続（協力体制の構築）への取組

みの進捗を確認する。 
 

□ 
既に検討した前提とは異なる事象（災害事故）を想定した

計画検討の必要性を確認する。 
 

□ 

現時点で対象範囲外とした情報システムがある場合、対象

を広げる必要性を検討する。必要があれば、検討スケジュ

ールを立案し、策定状況を継続的に管理する。 

 

□ 

外部環境の変化や情報システムの変更などにより、選定し

た重要システム・インフラに変更がないか分析し、必要な

場合見直しを行う。 

 

□ 
机上訓練、連絡・安否確認訓練などが計画どおりに実施さ
れているかを確認する。 

 

□ 
訓練実施により判明した要改善点の反映が確実に行われて

いるかを確認する。 
 

 

 



7 

＜＜様式１９参照＞＞ 

○持ち出しリスト点検事項一覧 

チェック 点検 
サイクル 

点検対象 点検項目 

□ 月次 ＩＣＴ－ＢＣＰ(初動版) ・保管場所にあるか 
・変更点は改正されているか 

□ 月次 ＩＣＴ－ＢＣＰ(初動版) 
（様式集） 

・保管場所にあるか 
・変更点は改正されているか 

□ 月次 災害用ＰＣ、タブレッ
ト端末 

・保管場所にあるか 
・充電は十分されているか 
・利用可能な環境になっているか 

□ 月次 ルータ 
・保管場所にあるか 
・契約期間は過ぎていないか 
・利用できるか 

□ 月次 金庫の鍵 予備 ・保管場所にあるか 
・鍵は変更されていないか 

□ 月次 情報システム担当保管
のバックアップ媒体 

・保管場所にあるか 
・バックアップ媒体は古くなっていない
か 
・利用可能な環境になっているか 
・戻すための周辺機器に変更はないか 
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３．被害想定 
（１）被害想定の考え方 

業務継続方針を踏まえ、以下の２つの場合で被害を想定する。 

 

① 「本庁舎等継続使用の場合」（本庁舎等で復旧の想定） 

庁舎の一部に被害があるものの、発災後、早期に利用することが可能であり、本庁舎

等で喪失した資源の復旧を始めることが妥当なケース。 

ふじみ野市地域防災計画で想定されているふじみ野市に影響を与える地震の内、比較

的切迫性が高い「東京湾北部地震」の被害想定に合わせることを基本とする。一方で、

発生確率はきわめて低いが、ふじみ野市の被害が大きくなる「関東平野北西縁断層帯地

震」も考慮に入れるものとする。 

 

② 「代替拠点移動の場合」（代替拠点で復旧の想定） 

「代替拠点移動の場合」は本庁舎等が長期にわたり機能不全になり、代替拠点での復

旧が妥当と考えられるケース。 

 

（２）「本庁舎等継続使用の場合」（本庁舎等で復旧の想定） 

ふじみ野市に震度６弱の東京湾北部を震源とした地震が発生したことを想定する。 

Ａ．想定する災害・事故の度合い 

①地震発生時刻  就業時間内、就業時間外 の 2 通り 

②庁舎周辺震度  ６弱 

 

Ｂ．起こり得る二次災害 

・庁内の局所的な火災および消火による水損 
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Ｃ 想定される被害 

項目 想定被害状況 

庁舎 

市役所 
本庁舎 

新耐震基準を満たした施設であるため、倒壊せず利用可能と
仮定する。 
 庁舎内はガラスが飛散し、机上の書類や転倒防止措置を執っ
ていない ICT 機器類は落下していると仮定する。 
 （庁内で火災が発生すれば、全館待避が必要であり、消火用
水による水損の可能性もある。又、新耐震基準は満たしてはい
るが、震度によっては入館規制が敷かれる場合も考えられ得
る。これらの場合には、代替拠点を利用する可能性がある。） 

非常用自家発電設備には、被害がなく、電力は自前で７２時
間程度確保できると仮定する。 

市役所 
第２庁舎 

 新耐震基準を満たした施設であるため、倒壊せず利用可能と
仮定する。 
 庁舎内はガラスが飛散し、机上の書類や転倒防止措置を執っ
ていない ICT 機器類は落下していると仮定する。 
 （庁内で火災が発生すれば、全館待避が必要であり、消火用
水による水損の可能性もある。又、新耐震基準は満たしてはい
るが、震度によっては入館規制が敷かれる場合も考えられ得
る。これらの場合には、代替拠点を利用する可能性がある。） 

非常用自家発電設備には、被害がなく、電力は自前で７２時
間程度確保できると仮定する。 

周辺被害 火災 
 不燃化率が高いため、延焼火災に巻き込まれることはないと
仮定する。 

庁舎内の 
機器 

空調装置 
 サーバ室の空調装置は耐震対策済みであり、転倒は無いと仮
定する。 

サーバ 

 サーバ室内のサーバは、固定措置対策済みのラックに収納さ
れてあり、落下・転倒はない。ラック内サーバはディスク故障
によりデータは使えないものと仮定する。 
 各事務室に設置してある個別業務用のタワー型サーバは、転
倒等の対策がとられていない場合、転倒等による破損のため、
３日～１週間程度の修理期間を要すると仮定する。 

パソコン 
 転倒防止措置を執っていないパソコンは落下し、利用できな
いと仮定する。 

要員 

※ケース１：就業時間内 
 本庁舎に市長、第２庁舎にＩＣＴ部門職員、両庁舎に業務部
門の要員の一部が在籍しており、職員の負傷は軽微と仮定す
る。 
 
※ケース２：就業時間外 
 被災により登庁できない職員がでる可能性が想定される。 
 発災当日又は発災後初めての朝に参集可能な職員は居住距離
（１０㎞以内）から全体の７０％程度と仮定する。 
 参集者は徐々に増加すると想定される。 
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項目 想定被害状況 

周辺イン
フラ、ラ
イフライ

ン 

電力 
 地域の供給支障率について、地域防災計画上定めはないが、
国の指標を基に、電力供給は６日程度停止すると仮定する。 

ガス 
電力と同様に、地域防災計画上定めはないが、国の指標を基に
供給は 5 日程度停止すると仮定する。 

水
道 

上水道 
 上水道施設被害及び電力途絶により復旧までの３0 日間は蛇
口からの給水はできないと仮定する。 

下水道 
 トイレ等下水に流れる設備は３0 日間利用できないと仮定す
る。（本庁舎の一部に直接下水道を利用する非常用トイレがあ
る。） 

電
話 

固定 
電話 

 輻輳や通話規制により１４日間程度利用できないと仮定す
る。 
 災害優先電話があれば使用可能とする。 

携帯 
電話 

 輻輳や通話規制により１４日間程度利用できないと仮定す
る。 
 メールは送受信は可能とするものの２日程度の遅配が生ずる
と仮定する。 

衛星携帯電話やＩＰ電話、ＰＨＳは輻輳無く利用できると仮定する。 

インターネッ
ト 

 インターネット網に接続するためのいわゆるラストワンマイ
ルは通信事業者の提供するネットワーク網に依存することにな
るが、ここでは複数の接続手段を有していれば利用できると仮
定する。 
 単独の接続手段しかない場合は３日程度利用できないと仮定
する。 

道路 

 発災直後は徒歩帰宅者や自家用車で道路があふれる可能性が
ある。主要幹線道路は交通規制により１週間程度は緊急通行車
両以外の車による通行はできないと仮定する。橋梁の大規模損
傷が想定される区間では職員の早急な登庁ができなくなる可能
性がある。発生時の車両の放置や帰宅者の混雑により相当な時
間がかかると想定される。一般道路も数日間は緊急通行車両以
外の車による通行はできないと仮定する。 

鉄道 １週間程度運休すると仮定する。 

※庁内に火災が発生した場合は、初期消火による局所的な被害と仮定するが、最悪、全館避難

が必要な状況も考えられ、この場合は代替拠点移動の可能性もある。 

※二次災害として大規模火災及び水損による被害では「代替拠点に移る」選択肢が生まれる可

能性があり、局所的な火災とその水損については上記では被害想定として記載していない。 

 

（３）「代替拠点移動の場合」（代替拠点で復旧の想定） 

①庁舎及び庁舎内設備が何らかの理由により機能不全に至る被害を受け、代替拠点で初動

業務を行わざるを得ない状況を想定する。 

②代替拠点は高台にあり、洪水等による水害を受ける可能性が無い点、東京湾北部地震に

よる震度が 6 弱と想定される点から大井総合支所（第１候補）、出張所（第２候補）と

する。「本庁舎等継続使用の場合」のＡ．想定する災害・事故の度合いと同じ地震による

大井総合支所（代替拠点）の被害想定は以下の通り。 

 

Ａ．想定する災害・事故の度合い 

①地震発生時刻  就業時間内、就業時間外 の 2 通り 
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②大井総合支所周辺震度  ６弱 

Ｂ．起こり得る二次災害 

・庁内の局所的な火災および消火による水損  
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Ｃ 想定される被害（代替拠点） 

項目 想定被害状況 

大井総合支所 

 新耐震基準を満たした施設であるため、倒壊せず利用可能と
仮定する。 
 庁舎内はガラスが飛散し、机上の書類や転倒防止措置を執っ
ていない ICT 機器類は落下していると仮定する。 
 非常用自家発電設備には、被害がなく、電力は自前で７２時
間程度確保できると仮定する。 

周辺被害 火災  不燃化率が高いため、延焼火災に巻き込まれることはないと
仮定する。 

庁舎内の 

機器 

空調装置 － 
サーバ － 

パソコン  転倒防止措置を執っていないパソコンは落下し、利用できな
いと仮定する。 

要員 

※ケース１：就業時間内 
 本庁舎に市長、第２庁舎にＩＣＴ部門職員、両庁舎に業務部
門の要員の一部が在籍しており、職員の負傷等により、対応で
きる職員は半数程度と仮定する。従って、大井総合支所へ移動
可能な職員も半数程度と仮定する。 
 
※ケース２：就業時間外 
 被災により登庁できない職員がでる可能性が想定される。 
 発災当日又は発災後初めての朝に参集可能な職員は７０％程
度と仮定する。参集者は徐々に増加すると想定されるが、この
時点で大井総合支所への移動可能な職員は５０％程度と仮定す
る。 

周辺イン
フラ、ラ
イフライ

ン 

電力  地域の供給支障率について、地域防災計画上定めはないが、
国の指標を基に、電力供給は６日程度停止すると仮定する。 

ガス 
電力と同様に、地域防災計画上定めはないが、国の指標を基に
供給は６日程度停止すると仮定する。 

水道 

上水道  上水道施設被害により復旧までの３0 日間は蛇口からの給水
はできないと仮定する。 

下水道  トイレ等下水に流れる設備は３0 日間利用できないと仮定す
る。 

電話 

固定 

電話 

 輻輳や通話規制により１４日間程度利用できないと仮定す
る。 
 災害優先電話があれば使用可能とする。 

携帯 

電話 

 輻輳や通話規制により１４日間程度利用できないと仮定す
る。 
 メールは送受信は可能とするものの２日程度の遅配が生ずる
と仮定する。 

衛星携帯電話やＩＰ電話、ＰＨＳは輻輳無く利用できると仮定する。 

インターネット 

 インターネット網に接続するためのいわゆるラストワンマイ
ルは通信事業者の提供するネットワーク網に依存することにな
るが、ここでは複数の接続手段を有していれば利用できると仮
定する。 
 単独の接続手段しかない場合は３日程度利用できないと仮定
する。 
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項目 想定被害状況 

周辺イン

フラ、ラ

イフライ

ン 

道路 

 発災直後は徒歩帰宅者や自家用車で道路があふれる可能性が
ある。主要幹線道路は交通規制により１週間程度は緊急通行車
両以外の車による通行はできないと仮定する。橋梁の大規模損
傷が想定される区間では職員の早急な登庁ができなくなる可能
性がある。発生時の車両の放置や帰宅者の混雑により相当な時
間がかかると想定される。一般道路も数日間は緊急通行車両以
外の車による通行はできないと仮定する。 

鉄道 １週間程度運休すると仮定する。 

※二次災害として大規模火災及び水損による被害では「代替拠点に移る」選択肢が生まれる

可能性があり、局所的な火災とその水損については上記では被害想定として記載していな

い。 
この場合の代替拠点としては本庁舎等も大井総合支所も利用できない状況であり、出張所が

代替拠点となる。 

※代替拠点での復旧に際して必要とされる機器類の事前配置やサーバ室等から移動させる機
器類については、今後、検討を要する。
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４．重要業務、重要システム・インフラ 
７－１ 初動検討ワークシート（「本庁舎等継続利用の場合」）                        ＜＜様式７参照＞＞ 
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Ｃ Ｅ

設置場所 短期 中・長期

①－１
防災行政無線（固定系、親局、
バッテリあり）

1 防災担当
被害想定なし

（但し、本庁舎入館禁止の場
合、使用不可）

－ － － － －

①－３ 防災行政無線（移動系） 24 防災担当 被害想定無し －

①－４ Ｊアラート 1 防災担当
被害想定なし

（但し、本庁舎入館禁止の場
合、使用不可）

－ － － － －

①－５ ＥMネット 3 防災担当 ・LG-WAN回線に依存 1 ①－７の対策を参照 － － － －

1
モバイルＰＣ等、インターネット経
由による緊急速報メールの利用
可能性検討

代替 防災担当 ○

2
情報発信代行サービスの利用可
能性を検討（夜間等）

代替 防災担当 ○

①－７ 衛星携帯電話 2 防災担当 被害想定なし － － － － －

1
サーバ及びネットワークの２重化
を行う

補強 情報システム担当 ○

2
ＬＡＮケーブル、端末機器は予備
を準備しておく

補強 情報システム担当 ○

①－９ 一般回線電話 1
施設管理
担当

・停電するとワイヤレス型電
話は不通となる
・本庁舎入館規制により交換
機の確認が不可能となる

1
各課の主要な電話は固定式とす
る

補強 各業務担当 ○

58 防災担当 －

緊急速報メール
（場所・数量は発信用ノートＰＣの
場所・台数）

4 防災担当 ・停電するとＰＣ利用不可能

－
情報シス
テム担当

・ケーブル、端末機器は破損
する可能性あり
・ネットワーク系サーバが破損
等した場合、利用不可能
・停電すると利用不可能

災
害
発
生
直
後

①
初期対応（広報、避難誘導、
職員・施設利用者の安全確
保）

情報提供のための情報
システム稼働支援など

①－２
防災行政無線（固定系、子局、
バッテリあり）

庁内ネットワーク
（イントラ、Ｗｅｂメール、LG-WAN
の環境を含む）

①－８

①－６

○災害時初動業務必要資源被害想定及び対策一覧

目標
開始
時間

Ａ Ｂ Ｄ Ｆ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門が支援すべき
初動業務

Ａに必要なシステム・インフラ
（重複するものは割愛）

数量
名称

－ － － － －

主管 Ｂの被害の想定
ＢによりAが利用できない場合の
代替手段及び補強対策

区分 対策の実施部門

対策実施時期
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Ｃ Ｅ

設置場所 短期 中・長期

②－１ PHS 100 防災担当 被害想定なし － － － － －

②－２ IP電話 79 防災担当 被害想定なし － － － － －

②－３ 映像伝送システム 2 防災担当 被害想定なし － － － － －

②－４ 埼玉県防災無線 1 防災担当 被害想定なし － － － － －

②－４ 住基システム －
情報シス
テム担当

・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

1 端末の落下防止策を実施する 補強 各業務担当 ○

②－５ 避難行動要支援者支援システム 1 防災担当
・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

1 端末の落下防止策を実施する 補強 各業務担当 ○

②－６ 障がい福祉総合システム 1
障がい福
祉課

・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

1 端末の落下防止策を実施する 補強 各業務担当 ○

②－７ 介護保険システム 1
情報シス
テム担当

・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

1 端末の落下防止策を実施する 補強 各業務担当 ○

②－８ 生活保護システム 1 福祉課
・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

1 端末の落下防止策を実施する 補強 各業務担当 ○

②－９
単体ＰＣで利用可能な住基情
報、要援護者情報等

②－10 サーバー室内空調機 2
情報シス
テム担当

・停電すると利用不可能
・空調機停止によりサーバー
等がダウンする可能性あり

1 ①－３の対策を参照 － － － －

1
ネットワークに関しては
①－７の対策を参照

－ － － －

2
生きている複合機へのアクセス
変更

代替 情報システム担当 ○

②－12 OA消耗品（トナー、紙） － 各所属
・業者からの補給ができなく
なる可能性

1
複合機の利用優先度を定め、必
要な消耗品を集中させる

代替 情報システム担当 ○

対策実施時期

名称

３
時
間
以
内
に
開
始

（
夜
間
・
休
日
等
の
場
合
は
６
時
間
以
内

。
次
頁
に
同

じ

。

）

○災害時初動業務必要資源被害想定及び対策一覧

目標
開始
時間

Ａ Ｂ Ｄ Ｆ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門が支援すべき
初動業務

Ａに必要なシステム・インフラ
（重複するものは割愛）

数量 主管 Ｂの被害の想定
ＢによりAが利用できない場合の
代替手段及び補強対策

区分 対策の実施部門

②
住民の安否確認（必要資源
一覧表の「被害情報把握」か
ら「救助・救急業務」まで）

住民情報システム等の
点検・稼働、要援護者
等の安否確認に必要な
データの入手、電源や
通信回線の確保、OA機
器の確保・再設定、必
要な消耗品の確保、ベ
ンダーとの連絡調整

②－11 プリンター（複合機） 49
情報シス
テム担当

・庁内ネットワークに依存
・固定されていないため衝突・
転倒による破損可能性
・本庁舎入館規制で本庁舎の
複合機は利用不可能



20 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

Ｃ Ｅ

設置場所 短期 中・長期

1
ネットワークに関しては
①－７の対策を参照

－ － － －

2 落下防止策を実施する 補強 広報担当 ○

3
他のPCからも、どこの場所から
でも、誰でも更新ができるシステ
ムへ変更する（CMS導入）

補強 広報担当 ○

1 個人のスマホ等携帯端末利用 代替 防災担当、広報担当 ○

2
モバイルＰＣ等、インターネット経
由による緊急速報メールの利用
可能性検討

代替 防災担当、広報担当 ○

3
情報発信代行サービスの利用可
能性を検討（夜間等）

代替 防災担当、広報担当 ○

1 個人のスマホ等携帯端末利用 代替 防災担当、広報担当 ○

2
モバイルＰＣ等、インターネット経
由による緊急速報メールの利用
可能性検討

代替 防災担当、広報担当 ○

3
情報発信代行サービスの利用可
能性を検討（夜間等）

代替 防災担当、広報担当 ○

1 個人のスマホ等携帯端末利用 代替 防災担当、広報担当 ○

2
モバイルＰＣ等、インターネット経
由による緊急速報メールの利用
可能性検討

代替 防災担当、広報担当 ○

3
情報発信代行サービスの利用可
能性を検討（夜間等）

代替 防災担当、広報担当 ○

３
時
間
以
内
に
開
始

（
夜
間
・
休
日
等
の
場
合
は
６
時
間
以

内

。
次
頁
に
同
じ

。

）

○災害時初動業務必要資源被害想定及び対策一覧

目標
開始
時間

Ａ Ｂ Ｄ Ｆ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門が支援すべき
初動業務

Ａに必要なシステム・インフラ
（重複するものは割愛）

数量 主管 Ｂの被害の想定
ＢによりAが利用できない場合の
代替手段及び補強対策

区分 対策の実施部門

対策実施時期

名称

広報担
当、防災
担当

・停電するとＰＣ利用不可能

③－４ フェイスブック、ツイッター － 広報担当 ・停電するとＰＣ利用不可能

③－３ 災害ブログ － 広報担当 ・停電するとＰＣ利用不可能

③ 広報

ホームページシステム
の点検・更新、Fメール
等のソーシャルメディア
活用支援

③－１ ホームページシステム 1 広報担当

・本庁舎入館規制により利用
不可能となる
・端末は落下可能性あり
・停電すると利用不可能

③－２ Fメール －
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Ｃ Ｅ

設置場所 短期 中・長期

1 落下防止策を実施する 補強 各施設担当 ○

2
使用するPCについて施設長との
調整する

補強
防災担当、各施設担
当

○

3
PCの利用方法について施設長と
調整する

補強
防災担当、各施設担
当

○

1
避難所以外の施設等からの補
給方法を定める

代替 防災担当 ○

2
消耗品の利用方法について施設
長と調整する

補強
防災担当、各施設担
当

○

④－３
避難所ＰＣで利用可能な住基情
報、要援護者情報、その他の災
害弱者情報

⑤－１ 道路台帳システム 1 道路担当
・停電すると利用不可能
・転倒落下の可能性あり

1 転倒落下防止策を実施する 補強 道路担当 ○

－ － － － － － － －

⑥ 遺体収容処理
遺体の収容・確認・埋火
葬許可等に必要なシス
テム稼働支援

⑥－１ 戸籍システム
PC8
PR4

戸籍担当

・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり
・本庁舎入館規制によりサー
バーの確認が不可能となる

1 落下防止策を実施する 補強 情報システム担当 ○

1
ネットワークに関しては
①－７の対策を参照

－ － － －

2 落下防止策を実施する 補強 会計担当 ○

⑦－２ 共有ファイルサーバ 2
情報シス
テム担当

・庁内ネットワークに依存
・停電すると利用不可能

1
ネットワークに関しては
①－７の対策を参照

－ － － －

○災害時初動業務必要資源被害想定及び対策一覧

目標
開始
時間

Ａ Ｂ Ｄ Ｆ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門が支援すべき
初動業務

Ａに必要なシステム・インフラ
（重複するものは割愛）

数量 主管 Ｂの被害の想定
ＢによりAが利用できない場合の
代替手段及び補強対策

区分 対策の実施部門

対策実施時期

名称

３
時
間
以
内
に
開
始

（
続
き

）

④
避難所の設置
帰宅困難者対応

避難者名簿の作成、要
援護者等の安否確認支
援

EBマネージャーⅡ 1

１
日
以
内
に
開
始

⑤ インフラ応急復旧

インフラの応急復旧をス
ムーズに開始するた
め、必要なシステムの
稼働支援

※水道配給水管、下水管は図面管理

⑦ 行政手続き

応急予算執行・金銭の
払い出し、選挙実施等
手続き、法定期限を有
する手続きの支援

⑦－１

－
避難所施
設施設長

・停電すると利用不可能
・PCのパスワードがわからな
いと使用できない
・使用するPC内の個人情報
流出の危険

④－２ 避難所用OA消耗品 －
避難所施
設施設長

・業者からの補給ができなく
なる可能性
・保管場所がわからない

④－１ 避難所用パソコン、プリンター

各避難所の要援護者確認、安否確認等に必要となるデータと思われる
各避難所職員室・事務室のパソコン使用について施設長との調整を要する
各避難所への配付方法等の検討を要する
情報セキュリティポリシー、個人情報保護条例等との調整を要する

会計担当

・庁内ネットワークに依存
・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり
・本庁舎入館規制により利用
不可能となる
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Ｃ Ｅ

設置場所 短期 中・長期

⑧－１ 税務システム －
情報シス
テム担当

・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

1 端末の落下防止策を実施する 補強 税務担当 ○

⑧－２ 課税資料検索システム 1 税務担当

・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり
・本庁舎入館規制により利用
不可能となる

1 落下防止策を実施する 補強 税務担当 ○

⑨－１ 国保システム 1 国保担当
・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

1 落下防止策を実施する 補強 国保担当 ○

⑨－２
後期高齢者医療広域連合電算
処理システム

5
後期高齢
者医療担
当

・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり
・本庁舎入館規制により利用
不可能となる

1 落下防止策を実施する 補強 後期高齢者医療担当 ○

1
ネットワークに関しては
①－７の対策を参照

－ － － －

2 落下防止策を実施する 補強 文書管理担当 ○

1
ネットワークに関しては
①－７の対策を参照

－ － － －

2 落下防止策を実施する 補強 会計担当、財務担当 ○

⑩－３ 遺跡地図情報システム 1
文化財担
当

・庁内ネットワークに依存 1 ①－７の対策を参照 － － － －

⑪－１ 住民情報系システム（全業務） 1
情報シス
テム担当

・停電すると利用不可能 1 ①－３の対策を参照 － － － －

⑪－２ 住民情報系バックアップデータ 3
情報シス
テム担当

・バックアップデータからの
データ復元の実績がない

1
バックアップデータからのデータ
復元訓練の実施

補強 情報システム担当 ○

⑪－３ 内部情報系システム（全業務） 1
情報シス
テム担当

・庁内ネットワークに依存
・停電すると利用不可能

1
ネットワークに関しては
①－７の対策を参照

－ － － －

⑪－４ 内部情報系バックアップデータ 1
情報シス
テム担当

・バックアップデータからの
データ復元の実績がない

1
バックアップデータからのデータ
復元訓練の実施

補強 情報システム担当 ○

⑪－５ 各業務系個別システム －
各業務担
当

・停電すると利用不可能
・本庁舎入館規制により利用
不可能となるシステムもある
・転倒落下の可能性があるシ
ステムもある

1 転倒落下防止策を実施する 補強 各業務担当 ○

1
確実なバックアップ及び保管の
実施

補強 各業務担当 ○

2
バックアップデータからのデータ
復元訓練の実施

補強 各業務担当 ○

対策の実施部門

対策実施時期

名称

⑩－２ 財務会計システム 1
会計担
当、財務
担当

・バックアップ方法やデータの
保管方法が統一されていない
・バックアップデータからの
データ復元実績がない

・庁内ネットワークに依存
・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

３
日
以
内
に
開
始

（
続
き

）

⑪
市民サービス再会に向けた
準備

市民サービス業務再開
に向けた準備を行う
各種システムの点検・
動作確認、被災システ
ム普及に向けたハード・
システムの調達
データ復元作業

⑪－６ 各バックアップデータ －
各業務担
当

行政内部事務
必要な文書類の収受・
発送を行うために必要
なシステムの稼働支援

⑩－１

身分証明書等発行事務

災害等により紛失等し
た各種保険証の再発行
を行うために必要なシス
テムの稼働支援

３
日
以
内
に
開
始

⑩

⑧ り災証明の発行

り災証明のスムーズな
発行に向けた固定資産
税情報の活用・稼働支
援

⑨

文書管理システム 1
文書管理
担当

・庁内ネットワークに依存
・停電すると利用不可能
・端末は落下の可能性あり

○災害時初動業務必要資源被害想定及び対策一覧

目標
開始
時間

Ａ Ｂ Ｄ Ｆ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門が支援すべき
初動業務

Ａに必要なシステム・インフラ
（重複するものは割愛）

数量 主管 Ｂの被害の想定
ＢによりAが利用できない場合の
代替手段及び補強対策

区分
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Ｃ Ｅ

設置場所 短期 中・長期

⑫－１ 電力 － －
施設管理
担当

・外部電源が喪失した場合、
非常用電源に切り替わるが、
非常用電源に接続していない
システムが停止する

－ － － － －

⑫－２ 情報システム担当職員 － 6
情報シス
テム担当

休日・夜間の場合、早期の参
集が困難

－ － － － －

⑫－３ 本庁舎 － －
施設管理
担当

・耐震補強済みだが、倒壊も
しくは立ち入りが禁止された
場合、設置場所が本庁舎に
あるシステムは利用できなく
なる

－ － － － －

－ ⑫ 共通資源
①～⑪どの業務も共通
に必要となる資源

○災害時初動業務必要資源被害想定及び対策一覧

目標
開始
時間

Ａ Ｂ Ｄ Ｆ

対象とする
復旧優先業務

ＩＣＴ部門が支援すべき
初動業務

Ａに必要なシステム・インフラ
（重複するものは割愛）

数量
名称

主管 Ｂの被害の想定
ＢによりAが利用できない場合の
代替手段及び補強対策

区分 対策の実施部門

対策実施時期
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５．リソースの現状（脆弱性）と代替の有無 
２０１７年１２月現在のふじみ野市の情報システムその他のリソースの現状等については、以下の通りである 

○重要システム・インフラの状況 

１－１ システム・インフラ一覧                                           ＜＜様式１参照＞＞ 

 

クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

住基ネットシステム（サーバ） 住民基本台帳ネットワーク 市民課
情報・統計課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
PRIMERGY
TX150S6 （株）TKC 困難 なし

住基システム（サーバ）

印鑑登録証明

選挙

国民年金

軽自動車税

固定資産税

個人住民税

申告受付支援

法人住民税

国民健康保険税

収納管理

税共通

介護保険

健康管理

滞納整理

戸籍附票連携

後期高齢者医療

ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無

再インストール
の容易性

対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア OS及びアプリケーション

Toshiba
MAGNIA7505R

など
（株）TKC 困難 Windows Server 2003

住民情報の管理、住民票の発行その
他住民記録に関する業務を支援するシ

ステム等、総合行政情報システム。
※これらのシステムの稼働は、プログラム

提供サーバ(SV30)と、認証基盤
(SV40)の正常稼働が条件となる。

情報・統計課
市民課
税務課

保険・年金課
収税課

高齢福祉課
保健センター
学校教育課

子育て支援課
環境課

選挙管理委員
会

新耐震基準 予想区域外

サーバは対策
済み

端末は未実
施

なし
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

児童手当

畜犬管理

学齢簿（就学管理システム）

給食費納入

財務会計システム

行政評価支援システム（財務会計
システムに同居）
固定資産管理台帳システム（財務
会計システムに同居）

グループウェアシステム

人事給与システム

文書管理システム

公共施設予約システム（ASPクライ
アント）

インターネットに接続したパソコンや携帯
電話、各施設にあるロビー端末から施設
の空き状況の照会や予約の申し込み及
び抽選申し込みができるサービス

情報・統計課 新耐震基準 予想区域外 未対策
情報系PC（ASP
サービス利用端

末）
ミツイワ㈱ 容易 Windows 7 あり 情報・統計課

ふじみ野市例規集データベースシス
テム（ASPクライアント）

法令・条例等をキーワードで検索できる
システム 契約・法務課 新耐震基準 予想区域外 未対策

情報系PC（ASP
サービス利用端

末）
㈱ぎょうせい 容易 Windows 7 あり 情報・統計課

契約管理システム 契約事務の運営管理 契約・法務課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策
済み

PRIMERGY
TX150S6

ジャパンシステム
㈱ 困難 Windows Server 2003 なし

埼玉県電子入札共同システム 建設工事請負等入札参加資格審査
及び電子入札管理 契約・法務課 新耐震基準 予想区域外 埼玉県総務部入

札審査課

ＪＣＩＳ検索システム 業者及び技術者の業務実績検索 契約・法務課 新耐震基準 予想区域外 未対策
情報系PC（ASP
サービス利用端

末）

埼玉県市町村公
共工事適正化協

議会
容易 Windows 7 あり 情報・統計課

なし

対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア
再インストール

の容易性

OS及びアプリケーション ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無

Toshiba
MAGNIA7505R

など
（株）TKC 困難 Windows Server 2003

住民情報の管理、住民票の発行その
他住民記録に関する業務を支援するシ

ステム等、総合行政情報システム。
※これらのシステムの稼働は、プログラム

提供サーバ(SV30)と、認証基盤
(SV40)の正常稼働が条件となる。

学校教育課
子育て支援課

保育課
環境課

新耐震基準 予想区域外

サーバは対策
済み

端末は未実
施

なし

電子メール、掲示板、文書管理、電子
決裁等のためのシステム
その他予算、人事給与のためのシステム

情報・統計課
契約・法務課

人事課
資産管理課

新耐震基準 予想区域外 サーバは対策
済み

RRIMERGY
RX200S6

ほか
富士通㈱ 困難 Windows Server 2008 なし

財政課
会計課

経営戦略室
資産管理課

新耐震基準
予算編成、予算執行、行政評価支

援、資産管理台帳作成のためのシステ
ム

サーバは対策
済み

端末は未実
施

予想区域外
Toshiba

MAGNIA7505R
など

（株）TKC 困難 Windows Server 2003
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

要援護者台帳管理システム（サー
バ）

台帳管理用データベースと地図情報を
組み合わせたＧＩＳシステム

危機管理防災
課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
PRIMERGY
TX140 S1

㈱アイコンサルタン
ト 困難 Windows Server 2008 なし

埼玉県災害オペレーション支援シス
テム

県内における災害情報の迅速な共有を
可能とする連絡用システム

危機管理防災
課 新耐震基準 予想区域外 NTTデータ関西 IE、GoogleChrome、FierFox等

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬ
ＥＲＴ）

通信衛星と市町村の同報系防災行政
無線や有線放送電話を利用し、緊急
情報を住民へ瞬時に伝達するシステム

危機管理防災
課 新耐震基準 予想区域外 対策済み 沖電気 困難 なし あり

防災行政無線 防災行政無線による電話応答サービス
及びメール配信の連動

危機管理防災
課 新耐震基準 予想区域外 対策済み 日立国際 困難 あり

入間東部地区
消防組合消防

本部
あり

WEBハザードマップ 作成したハザードマップをGIS形式で市
民に公表する

危機管理防災
課 新耐震基準 予想区域外 中央ジオマチックス 困難 なし あり

就業情報システム 本庁及び支所に勤務する職員の出退
勤時刻の管理 人事課 新耐震基準 予想区域外 未対策 TimePro-XG アマノ株式会社 容易 Windows 7 なし

保全情報システム（ASPクライアン
ト） 公共施設の保全計画策定 資産管理課 新耐震基準 予想区域外 未対策

情報系PC（ASP
サービス利用端

末）

(財)建築保全セ
ンター 容易 Windows 7 あり 情報・統計課

固定資産土地・家屋管理システム
（サーバ）

ＧＩＳにより地番図データ、路線価等
の土地評価データ、家屋図図形データ、
一筆・一棟課税台帳等の課税データ、
航空写真データを重ね合わせ一元的に
管理するシステム

税務課 新耐震基準 予想区域外 対策済み
HP ProLiant

DL320e Gen8
v2

㈱アイコンサルタン
ト 困難

Windows Server 2008
R2
StandardEdition(10CA
L)

なし

公図検索システム（スタンドアロン
PC）

ベクトルデータ化された公図を地番から
検索し、Ａ３の用紙に出力できるシステ
ム

税務課 新耐震基準 予想区域外 未対策
FUJITSU
ESPRIMO
D956/M

国土情報開発㈱ 困難 windows10 Pro 64bit あり 本庁舎
事務室内

登記履歴管理システム（サーバ。
土地家屋管理システムと同居）

所有権移転、住所変更等の登記通知
を電子データ化して、土地・家屋の所在
地毎に登記の履歴を検索できるシステム

税務課 新耐震基準 予想区域外 対策済み
HP ProLiant

DL320e Gen8
v2

㈱ダイショウ 困難

Windows Server 2008
R2
StandardEdition(10CA
L)

なし

家屋評価システム（サーバ。土地
家屋管理システムと同居）

家屋間取り図、仕上げ等を入力して家
屋の評価額を算出するシステム 税務課 新耐震基準 予想区域外 対策済み

HP ProLiant
DL320e Gen8

v2

㈱アイコンサルタン
ト 困難

Windows Server 2008
R2
StandardEdition(10CA
L)

なし

対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア
再インストール

の容易性

OS及びアプリケーション ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無



27 

 
 
 
 
 

クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

土地・家屋現況調査票ファイリング
システム（サーバ。土地家屋管理シ
ステムと同居）

土地現況調査票・家屋図面と調査票
を電子データ化して、所在地地番、所
有者等で検索するシステム

税務課 新耐震基準 予想区域外 対策済み
HP ProLiant

DL320e Gen8
v2

㈱アイコンサルタン
ト 困難

Windows Server 2008
R2
StandardEdition(10CA
L)

なし

地方電子申告支援システム（ASP
クライアント）

ｅＬＴＡＸにより、会社・税務署等から
送られる申告書等のデータを審査するシ
ステム

税務課 新耐震基準 予想区域外 未対策

情報系PC（ASP
サービス利用端

末、国税連携シス
テム）

㈱ＴＫＣ 容易 Windows8.1 Professonal なし

自動音声電話催告システム
H28.1

自動で電話催告を行い、滞納の早期
解消、収納率の向上、業務の効率化を
狙う

収税課 新耐震基準 予想区域外 なし TOSHIBA
dynabook

HOYAサービス
(株) 容易 Windows 7 Professional あり 保守業者

戸籍電算システム（サーバ） 戸籍諸証明の発行、各種届出による戸
籍の記録等に使用する 市民課 新耐震基準 予想区域外 有 PRIMERGY 富士ゼロックスシス

テムサービス 困難 Ｗindows なし あり

住民基本台帳ネットワークシステム
（コミュニケーション・サーバー：
CS）

住民基本台帳をネットワークでつなぎ全
国共通の本人確認を行う。 市民課 新耐震基準 予想区域外 無 富士通 ㈱ＴＫＣ 困難 Ｗindows７ なし

戸籍副本システム
日常業務の更新記録を戸籍情報シス
テムから専用装置へ送信しそれをさらに
副本データ管理センターへ送信する

市民課 新耐震基準 予想区域外 有 市区町村専用装
置(Aiコントローラ）

東芝ソリューション
（株） Ｗindows なし

法務省情報連携端末（ICカード
端末取扱端末）

中長期在留外国人等の在留資格など
の異動情報を法務省と市町村で情報を
連携する。　ICカード端末取扱端末で
在留外国人等が所有している在留カー
ド情報を読み取り転入手続き等に利用
する。

市民課 新耐震基準 予想区域外 無 hp

法務省
（設置業者：パ
ナソニックシステム
ソリューションズ

ジャパン）

困難 Windows7Professional なし

戸籍時報・大阪だより総索引
戸籍事件の事例に関する情報を検索す
る。CD-ROMを購入し、情報系パソコン
にインストールして使用。

市民課 新耐震基準 予想区域外 日本加除出版㈱ 容易

全国消費生活情報ネットワーク・シ
ステム(PIO-NET)

全国の消費生活センターと国民生活セ
ンターをオンラインで結び相談情報を収
集し消費者被害防止・救済に役立て
る。

市民総合相談
室 新耐震基準 予想区域外 未対策 HP ProBook

450G2 国民生活センター 容易 windows 8 なし

ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア

再インストール
の容易性

OS及びアプリケーション
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

農地台帳システム 農地台帳管理システム 産業振興課 新耐震基準 予想区域外 ㈱パスコ

生活保護システム（サーバ） 生活保護の申請から受給、統計処理ま
での全般 福祉課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
PRIMERGY
TX150 S7

北日本コンピュー
タサービス㈱ 困難 なし

中国残留邦人支援システム（サー
バ。生活保護システムに同居） 中国残留邦人支援費受給者の管理 福祉課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
PRIMERGY
TX150 S7

北日本コンピュー
タサービス㈱ 困難 なし

医療扶助レセプト管理システム 生活保護受給者の医療扶助レセプト状
況の管理 福祉課 新耐震基準 予想区域外 北日本コンピュー

タサービス㈱ 困難 なし

生活保護返還金管理システム
（H25.1月から生保システムに同
居）

返還金・徴収金の調定・収入等債権管
理 福祉課 新耐震基準 予想区域外 北日本コンピュー

タサービス㈱

生活保護査察指導管理システム
（H25.1月から生保システムに同
居）

処遇内容、指示内容、訪問計画等の
実績管理 福祉課 新耐震基準 予想区域外 北日本コンピュー

タサービス㈱

レセプトプラス 生活保護受給者の医療扶助レセプト管
理クラウドサービス 福祉課 新耐震基準 予想区域外 無 FMVD21001 北日本コンピュー

タサービス㈱ 容易 マイクロソフト　ウインドウズ10　Pro なし

生活困窮者自立相談支援事業自
立相談支援機関使用標準様式研
究事業　平成27年度版　入力・集
計支援ツール

生活困窮者自立相談支援事業で使用
する帳票類のデータ管理を行い、報告に
必要な集計に役立てる。

福祉総合支援
チーム 新耐震基準 予想区域外 未対策 dynabook

SatelliteB35/R 株式会社セック 容易 Windows7Professional あり 本庁舎２階事
務室

障がい福祉総合システム（サー
バ）

障がい者手帳（身体・療育・精神）の
管理、各手当の管理
障がい者福祉サービスの支給決定等の
管理

障がい福祉課 新耐震基準 予想区域外 未対策 PRIMERGY
TX200　S5 ㈱アイネス 困難 なし

障がい者自立支援システム（サー
バ。障がい福祉総合システムに同
居）

障がい者福祉サービスの支給決定等の
管理 障がい福祉課 新耐震基準 予想区域外 未対策 PRIMERGY

TX200　S5 ㈱アイネス 困難 なし

福祉医療費助成システム 重度障害者に係る医療費支給事業に
伴う受給資格管理及び支給等を行う 障がい福祉課 新耐震基準 予想区域外 未対策

FUJITSU
PRIMERGY
RX1330-M1

㈱ヤマト企画 普通 Windowsサーバー２０１２ なし

伝送通信ソフト 国保連合会とのデータ送受信 障がい福祉課 新耐震基準 予想区域外 未対策
TOSHIBA

PB554LFBPR
7AA71

埼玉県国民健康
保険団体連合会 困難 なし

対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア
再インストール

の容易性

OS及びアプリケーション ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

児童扶養手当電算処理（ハウジン
グのクライアント）

児童扶養手当支給事務に係る電算処
理 子育て支援課 新耐震基準 予想区域外 未対策 未公開 ㈱電算 困難 Windows Server 2008 あり ㈱電算データ

センター

福祉医療費助成システム

こども（乳幼児含む）、ひとり親家庭
等、重度障害者に係る医療費支給事
業に伴う受給資格管理及び支給等を
行う

子育て支援課 新耐震基準 予想区域外 未対策 FUJITSU
RX1330-M1 ㈱ヤマト企画 普通  Windows　サーバー２０１２ なし

福祉医療システム（サーバ）
乳幼児、こども、ひとり親家庭等、重度
障害者に係る医療費支給事業に伴う
受給資格管理及び支給等を行う

子育て支援課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策
済み

PRIMAGY
 1330 M1 ㈱ヤマト企画 困難 Windows　サーバー

２０１２ なし

未熟児養育医療システム（サー
バ）※福祉医療システムサーバーを
使用

未熟児養育医療の資格管理、養育料
の給付など 子育て支援課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
PRIMAGY 1330

M1 ㈱ヤマト企画 普通 Windows Server 2012 なし

学童保育システム（スタンドアロン
PC）

放課後児童クラブの登録児童、保育料
の管理 保育課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ㈱日本システムグ

レーンズ 困難 なし

保育システム（サーバ） 保育所の児童登録、保育料の管理 保育課 新耐震基準 予想区域外 未対策 富士通製ＲＸ１
３３０ ㈱ヤマト企画 困難 ＷｉｎｄｏｗｓＳｅｒｖｅｒ2012 なし

マルチマーカー６ 特定健診・特定保健指導の入力及び
分析に関するシステム 保健センター 新耐震基準 予想区域外 未対策

ProLiant
MicroServer

Gen8
㈱ウェルクル 困難 Windows Server

2012 なし

国保総合システム 国保連合会とのデータ収受など 保健センター 新耐震基準 予想区域外 未対策 ESPRIMOD750
／A

埼玉県国民健康
保険団体連合会 困難 Windows 7professional なし

外字管理ソフ
ト
ウィルス対策
ソフト
SKYSEA

アシストシステム 第三者行為事務・保養所利用助成券
出力など 保健センター 新耐震基準 予想区域外 未対策 ESPRIMOD750

／A
埼玉県国民健康
保険団体連合会 困難 Windows 7professional なし

特定健診データ管理システム 特定健診・特定保健指導に関するシス
テム 保健センター 新耐震基準 予想区域外 未対策 FMV DE4T0E1 国民健康保険中

央会 困難 Windows 7professional なし

未熟児養育医療システム
(H24.12.1～)

未熟児療育医療に係る医療費支給事
業に伴う受給資格管理及び支給等を
行う

保健センター 新耐震基準 予想区域外 未対策 FMV NN6F3Z1 ㈱ヤマト企画 普通 Windows 7 なし

ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア

再インストール
の容易性

OS及びアプリケーション
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

健康かるて

妊娠期、妊乳幼児から高齢者まで、市
民の生涯に渡り切れ目のない健康づくり
支援をするため、健(検)診、予防接種、
母子保健など保健センターで実施した
保健事業に関する情報を管理し、健康
づくりを推進するためのシステム。

保健センター 新耐震基準 予想区域外 未対策 FMV A他 ㈱ＴＫＣ 困難 Windows 8.1Pro なし

認定事務支援システム（サーバ） 介護認定審査会資料作成 高齢福祉課 新耐震基準 予想区域外 未対策 日本電気㈱ 困難 なし

認定ソフト２００９（スタンドアロン
PC）

認定審査の1次判定及び厚生労働省
への報告など 高齢福祉課 新耐震基準 予想区域外 未対策 厚生労働省から

配付 困難 なし

介護保険審査支払等システム 国保連合会とのデータ収受 高齢福祉課 新耐震基準 予想区域外 埼玉県国民健康
保険団体連合会

お出かけサポートタクシー運行管理
システム

利用者情報及び利用実績を管理する
システム 高齢福祉課 新耐震基準 予想区域外 順風路(株)

地域包括支援センター一括管理シ
ステム（導入予定）

高齢福祉課と各地域包括支援センター
を管理するシステム 高齢福祉課 新耐震基準 予想区域外 未対策

未熟児養育医療システム（サー
バ）

未熟児養育医療の資格管理、養育料
の給付など 保健センター 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
Express

5800/R120b-2
（株）ヤマト企

画 困難 Windows 7 なし

国保情報データベース(Ver.2.0市
町村版)（スタンドアロンPC）

国民健康保険月報、年報、実績報
告、調整交付金の申請の作成システム 保険・年金課 新耐震基準 予想区域外 未対策 Mate＆VersaPro 日本情報システム

㈱ 困難 Windows7professional なし

国民健康保険高額療養費支給シ
ステム（サーバ。福祉医療システム
に同居）

国民健康保険の高額療養費算定に関
するシステム 保険・年金課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
Express

5800/R120b-2 ㈱ヤマト企画 困難 Windows7professional なし

国保総合システム（クライアント
PC） 国保連合会とのデータ収受など 保険・年金課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ESPRIMOD750/

A
埼玉県国民健康
保険団体連合会 困難 Windows7professional なし

外字管理ソフ
ト
ウィルス対策
ソフト
SKYSEA

対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア
再インストール

の容易性

OS及びアプリケーション ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

特定健診データ管理システム（クラ
イアントPC）

特定健診・特定保健指導に関するシス
テム 保険・年金課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ESPRIMOD750/

A 国民保険中央会 困難 Windows7professional なし

埼玉県後期高齢者医療広域連合
電算処理システム（クライアント
PC）

後期高齢者医療被保険者の資格、給
付、保険料賦課・収納に関するシステム 保険・年金課 新耐震基準 予想区域外 未対策 PC-MK37LBZGT 埼玉県後期高齢

者医療広域連合 困難

Windows 10
Enterprise 2015
LTSB 64bit バージョン
10.0

あり
埼玉県後期高
齢者医療広域

連合

アシストシステム 第三者行為事務・保養所利用助成券
出力など 保険・年金課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ESPRIMOD750/

A
埼玉県国民健康
保険団体連合会 困難 Windows7professional なし

開発許可情報システム（スタンドア
ロンPC）

開発許可等のデータを入力し、データ管
理のほか開発登録簿及び許可書等の
印刷、統計処理をしている

都市計画課 新耐震基準 予想区域外 未対策
FUJITU

LIFEBOOK
A574/H

（株）内田洋行 困難
・Windows7
Professional なし

都市計画窓口支援システム（サー
バ）

都市計画における地図データや都市計
画決定データにより窓口支援を行ってい
る

都市計画課 新耐震基準 予想区域外 未対策
DELL

Precision
T1650

東日本総合計画
㈱ 困難

・Windows7
Professional
・SQL Server 2008 R2
Express
・PC-Mapping

なし なし

交通安全注意看板設置箇所シス
テム

交通安全に関する市内設置箇所の位
置図等 都市計画課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ＮＥＣ

VF18F/RF-U
㈱アイコンサルタン

ト 困難 ・Windows xp なし

防犯灯・道路反射鏡整備台帳 市内の防犯灯・道路反射鏡の設置箇
所を示した電子地図 都市計画課 新耐震基準 予想区域外 未対策

FUJITU
LIFEBOOK

A574/H
ゼンリン 困難

・Windows7
Professional なし

防犯カメラ管理システム
公園に設置した防犯カメラが撮影した
データの録画、再生、管理等を行ってい
る。

公園緑地課 新耐震基準 予想区域外 未対策 FUJITSU
FMV-A8260 AGS（株） 困難 Windows Vista なし

公営住宅管理システム（スタンドア
ロンPC）

公営住宅の管理（入居者情報などの
管理） 建築課 新耐震基準 予想区域外 未対策 LIFEBOOK

A574/K ㈱ジーシーシー 困難 Windows7　professional なし

ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア

再インストール
の容易性

OS及びアプリケーション
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

指定道路管理システム（スタンドア
ロンPC）

位置指定道路、建築計画概要書など
の管理 建築課 新耐震基準 予想区域外 未対策 Vostro3700

Optiplex980 赤沢測量設計㈱ 困難  win7prowin7pro なし

ふじみ野市道路管理システム
（サーバ） 上福岡地域の道路台帳 道路課 新耐震基準 予想区域外 未対策 国際航業㈱ 困難 Windows10 Pro なし

ふじみ野市道路台帳システム ふじみ野市の道路台帳 道路課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ㈱ミカミ・アイエヌ
ジー 困難 Windows10 Pro なし

交通安全注意看板設置箇所シス
テム（スタンドアロンPC）

交通安全に関する市内設置箇所の位
置図等 道路課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ㈱アイコンサルタン

ト 困難 なし

土木積算システム（サーバ） 土木工事積算 道路課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策
済み

DELL
PowerEdge

R210Ⅱ

ＮＴＴファイナン
ス㈱ 困難 Windows Server 2012 R2 なし

企業会計システム（サーバ。料金シ
ステム内に同居）

予算編成、執行管理、固定資産、貯
蔵品、起債の各管理を行う 上下水道課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
PRIMERGY
TX200 S3 ㈱両毛システムズ 困難 なし

水道料金システム（サーバ） 水道の開閉栓受付、顧客、検針、調
停、収納、未収等の各管理を行う 上下水道課 新耐震基準 予想区域外 サーバは対策

済み
PRIMERGY
TX200 S3 日本電子計算機 困難 なし

給配水設備竣工図検索装置（ス
タンドアロンPC） 給配水設備の竣工図を検索、閲覧する 上下水道課 新耐震基準 予想区域外 未対策 ㈱ミカミ・アイエヌ

ジー 困難 なし

下水道管理システム 下水道台帳及び受益者負担金の検
索、閲覧等を行う。 上下水道課 新耐震基準 予想区域外 未対策 朝日航洋(株)

困難（ただし
平成28年度
末時点へのシ
ステムの復元
は可能）

Windows８
下水道台帳管理システム
(Smart-GIS)

なし

学校用ホームページ（ＣＭＳＫＩ
Ｔ）

市内小中学校のホームページ情報を一
時保存する 学校教育課 新耐震基準 予想区域外 対策済み ー （株）日本情報

システム 困難 なし

対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア
再インストール

の容易性

OS及びアプリケーション ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

小・中学校情報管理システム（各
19校　サーバ） 校内の校務データを一時保存する 学校教育課 新耐震基準 予想区域外 対策済み ー （株）日本情報

システム 困難 なし

Windows Live メール 外部とのメール 学校教育課 新耐震基準 予想区域外 未対策 校務用ＰＣ
（学校連絡用） 日本マイクロソフト 容易 Windows10 なし

教科書事務執行管理システム（設
置者用）

市内各小・中学校の教科書の需要数
及び受領数を国・県に報告する 学校教育課 新耐震基準 予想区域外 未対策

情報系PC（Web
アプリ操作用端

末）
文部科学省 容易  Windows 7Excel 2013 なし

学校給食管理システム（Webアプ
リのクライアント） 献立作成、食品発注、会計管理 学校給食課 新耐震基準 予想区域外 未対策

情報系PC（Web
アプリ操作用端

末）

株日立産業制御
ソリューションズ 容易 Windows 7 あり 情報・統計課

遺跡情報システム（クライアント） 遺跡・調査履歴の照会 社会教育課 新耐震基準 予想区域外 未対策
情報系PC（Web
アプリ操作用端

末）
㈱中野技術 容易 Windows 7 あり 情報・統計課

図書館システム
（図書館ホームページの検索機能
等の更新を含む）（サーバ）

蔵書管理、利用者管理、閲覧管理等 大井図書館 新耐震基準 予想区域外 対策済み ML350p Gen8

開発は京セラコ
ミュニケーションシ
ステム㈱、リース契

約は㈱JECC

困難 なし

公金振込システム（スタンドアロン
PC）

ＥＢデータ（各課システム作成データ）
の変換処理を行う 会計課 新耐震基準 予想区域外 未対策

情報系PC（ASP
サービス利用端

末）

㈱埼玉りそな銀
行 困難 Windows 7 なし

ＥＢマネージャーⅡ（スタンドアロン
PC）

ＥＢデータ（ＣＳＶ）の変換及び伝
送処理を行うシステム 会計課 新耐震基準 予想区域外 未対策

情報系PC（ASP
サービス利用端

末）

㈱埼玉りそな銀
行 困難 Windows 7 なし

りそなイージーバンク
・ＥＢデータの伝送処理を行うシステム
・りそなに開設している口座の入出金照
会

会計課 新耐震基準 予想区域外 未対策
情報系PC（ASP
サービス利用端

末）

㈱埼玉りそな銀
行 困難 Windows 7 なし

マネー特急便プラス
りそなに開設している口座の入出金照
会と設定した限度額内で資金移動を行
える

会計課 新耐震基準 予想区域外 未対策
情報系PC（ASP
サービス利用端

末）

㈱埼玉りそな銀
行 困難 Windows 7 なし

議会音声配信システム（サーバ）
議会の音声を庁内ＬＡＮを通じて、各
所属の副課長職以上のＰＣに配信す
るもの

議会事務局 新耐震基準 予想区域外 対策済み Express5800/R
110-1E

ＮＥＣキャピタル
ソリューション㈱ 困難 なし

ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア

再インストール
の容易性

OS及びアプリケーション
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クライアント

システム名称 システムの概要（関連する業務） 主管部門 庁舎の弱さ
場所の弱さ
（洪水可能

性）

耐震固定の
有無 機種名 設置場所 保守業者 名称 バックアップ有

無
バックアップ形

態
バックアップ保

管場所
代替機の有

無
代替機の場

所
特殊なソフト
の必要性

議場用システム（スタンドアロン
PC）

本会議場内のマイク及びモニターカメラを
調整室から操作するもの 議会事務局 新耐震基準 予想区域外 未対策 （株）NHKアイ

テック 困難 なし

開票システム
各投票者別、無効種類別の表集計を
バーコード読み取りにより実施、開票録
の作成

選挙管理委
員会 新耐震基準 予想区域外 未対策 レンタルＰＣ 青梅商工会議所 容易 Windows 7 あり 開票所

対象情報システム 情報システムが被害を受ける可能性 ハードウェア
再インストール

の容易性

OS及びアプリケーション ハードウェアが損壊した場合の
代替機の有無
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○重要情報の保管及びバックアップの状況（データのバックアップ） 

１－２ 情報システム一覧                                             ＜＜様式１参照＞＞ 

 
 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

※ 基幹系、旧基幹系ネットワーク上のシステム及び内部情報系システムのうち情報・統計課管理のシステムについて記載。

バックアップ有
無

バックアップ頻
度

バックアップ方
法

バックアップ保
管場所

住基システム 情報・統計課 あり
税務情報システム 情報・統計課 あり
介護保険システム 情報・統計課 あり
滞納整理システム 情報・統計課 あり
法人市民税システム 情報・統計課 あり
申告受付支援システム 情報・統計課 あり
選挙システム 情報・統計課 あり
後期高齢者医療システム 情報・統計課 あり
健康管理システム 情報・統計課 あり
子ども手当システム 情報・統計課 あり
戸籍システム 市民課 あり
保育システム 子育て支援課 あり
児童扶養手当システム 子育て支援課 あり
障がい福祉システム 障がい福祉課 あり

対策計画記録媒体担当部門保管場所重要情報
現在のバックアップ状況
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１－２ 情報システム一覧                                             ＜＜様式１参照＞＞ 

 
 

※ 基幹系、旧基幹系ネットワーク上のシステム及び内部情報系システムのうち情報・統計課管理のシステムについて記載。

バックアップ有
無

バックアップ頻
度

バックアップ方
法

バックアップ保
管場所

福祉医療システム 子育て支援課 あり
グループウェアシステム 情報・統計課 あり
財務会計システム 財政課・情報・統計課 あり
水道料金システム 上下水道課 あり
要援護者台帳管理システム 危機管理防災課 あり
生活保護システム 福祉課 あり

対策計画重要情報 保管場所 担当部門 記録媒体
現在のバックアップ状況
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○ICＴ部門の参集可能性の評価 
 

ＩＣＴ全職員数 拠点 
１０Km 以内の

居住者 
被災での想定参集

率 
想定参集人数 

（６時間以内） 

6 人 
第２庁舎 ４人 ８０% 6 人 

大井総合支所 ４人 ８０％ 6 人 

※原則として、情報システム職員は、第１次集合場所を第２庁舎としている。第２庁舎から

大井総合支所までの移動距離は、約３㎞である。 
 
 庁舎周辺地図 
 ●：職員の居住地域（相対的距離のみ参考のこと） 
  
 
       
       
 
                          
 
                                               
  
                                                        
 
 
 
  
 
 
    
 
 

 

○主要な外部事業者との関係  ＜＜様式２参照＞＞ 
 

(株)TKC (株)富士通 (株) 
ヤマト企画 

Ａ．契約 
事項につ 

いて 

災害・事故時を含むサービス稼動率に関する取決
め事項があるか 

なし なし なし 

一定の被害が起きた場合に、担当者の参集時間に
関する取決め事項があるか 

なし なし なし 

災害によるサービス提供停止や被害が免責事項と
なっているか 

免責 免責 免責 

一定以上の被害が起きた場合に、代替機器や場所
を提供するなどのサービス継続に関する取決め事
項があるか 

なし なし なし 

Ｂ．同時 
に被害を 
受ける可 

能性 

地震等の広域災害において、事業者の事務所が同
時被災する地域内にあるか 

あり なし あり 

事務所が同時被災する地域内にあっても、より遠
隔に別の支援の拠点があるか 

あり － あり 

Ｃ．契約 
以外の協 
力関係 

一定以上の被害が起きた場合に、担当者が自動的
に参集する取り決めがあるか 

あり あり あり 

電話が繋がらない場合に備えて、他の拠点の電話
番号、衛星電話番号、メールアドレス等の代替連
絡先を把握している 

あり あり あり 

複数の担当者に直接連絡できるように、電話番
号、メールアドレス等を把握しているか 

あり あり あり 

第２庁舎 

大井総合支所 

５㎞ 

10 ㎞ 

● 

● 

● 

● 

● ● 
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○建物の状況  ＜＜様式３参照＞＞ 
 

 本庁舎 第２庁舎 
大井総合支所 
（代替拠点） 

庁舎の建築時期 平成２６年 昭和６０年 平成２５年 

新耐震基準 対応 対応 対応 

耐震補強の有無 不要 不要 不要 

耐震診断の結果 － － － 

耐震診断、工事等の
当面の予定、検討状
況 

無し 無し 無し 

洪水ハザードマップ
による危惧の有無 

予想区域外 予想区域外 予想区域外 

周辺からの延焼の可
能性 

問題なし 問題なし 問題なし 

原子力関係施設の有
無 

無し 無し 無し 

 

 

○システムの機器設置場所の状況 ＜＜様式４参照＞＞ 
 

 
本庁舎３階 

防災無線室、設備室、
事務室 

第２庁舎 
４階サーバ室 

大井総合支所 
（代替拠点） 

主な設置機器 

防災行政無線 
J アラート 
埼玉県防災無線 
構内電話交換機 
LGWAN 用ルーター 
ホームページシステム 

基幹系サーバ 
ONU とルーター 
 

無し 

建物の耐震性 問題なし 問題なし 問題なし 

システム機器の耐震
対策の実施状況 

ホームページシステム
は未実施 
その他実施済み 

問題なし 無し 

フロアの耐火対策 
屋内消火栓 
消火器 

屋内消火栓（3 階） 
消火器（3・４階） 
ハ ロ ン 消 火 装 置 (4
階) 

屋内消火栓 
消火器 

フロアの耐水対策 浸水予想区域外 浸水予想区域外 浸水予想区域外 
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○システムの機器設置場所の状況 ＜＜様式５参照＞＞ 
Ａ 電力供給について 

 本庁舎／第２庁舎 
大井総合支所 
（代替拠点） 

非常用電源が情報通信機器の作動に必要な容量まで準
備されているか。 

■ あり 
□ なし 

■ あり 
□ なし 

何時間稼働できるだけの燃料の準備があるか ７２時間 ７２時間 

燃料供給に関する契約があるか。 
■ あり 
□ なし 

■ あり 
□ なし 

自家発電につながっている非常用コンセントを庁舎内
にわかるように設置しているか。 

■ あり 
□ なし 

■ あり 
□ なし 

 

Ｂ 通信手段について 

 本庁舎／第２庁舎 
大井総合支所 
（代替拠点） 

災害時優先電話又は衛星電話が準備されているか 
■ あり 
□ なし 

■ あり 
□ なし 

非常用連絡手段として、ICT部門の職員の携帯メールア
ドレスを一元管理しているか。 

■ している 
□ していない 

非常用連絡手段として、外部事業者の要員の携帯メー
ルアドレスを一元管理しているか。 

■ している 
□ していない 
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６．被害を受ける可能性と事前対策計画 
（１）災害時初動業務必要資源の脆弱性と対策の実施計画 
 調査結果及び当該結果を踏まえて現状の各リソースの被害を受ける可能性の調査結果と、それを踏まえて計画されている実施予定の対策・ 

実施時期は、以下のとおりである。 

優先度 
対象システム 

インフラ 
現状レベル 事前対策 対策後レベル 

必要 
予算 

実施目標 
時期 

実行担当 
代替 
拠点 

B 

住基システムほ
か避難行動要支
援者支援に必要
とされる各シス
テム端末 

・端末等が落下・転
倒による破損の可能
性あり 

・システム稼働に必要
となる端末等の落下・
転倒防止対策を施す 

・システム利用の前提
となるシステム端末等
を確保する 

－ 平成 30 年度 

情報シス
テム担当 
システム
利用各課 

有効 

C 

住基システムほ
か避難行動要支
援者支援に必要
とされる各シス
テムのバックア
ップデータ 

・住基等、特定のシ
ステムがないとバッ
クアップデータが読
めない 
・バックアップデー
タがサーバと同一場
所にあるシステム
は、同時被災の可能
性がある 

・単体 PC でも利用可能
な形式でのバックアッ
プを実施する 
・バックアップデータ
の保管方法について基
準を定める 

・単体の PC さえあれば
避難行動要支援者等の
必要なデータが利用で
きる 
・バックアップデータ
を安全に確保できる 

－ 未定 

情報シス
テム担当 
システム
利用各課 

有効 

B 
初動業務に必要
とされる各個別
システム 

・機器類が落下・転
倒による破損の可能
性がある 

・機器類の落下・転倒
防止対策を施す 

・システム利用の前提
となるシステム及び機
器類を確保する 

－ 
各システムご

とに決定 
システム
利用各課 

－ 

Ｃ 
避難所用の PC、
プリンタ 

対策無し 

・避難所となる施設の
機器類、ネットワーク
等の利用について調整
する 

・避難所での PC 活用に
よる情報収集・整理・
情報発信が可能となる 

－ 未定 防災担当 － 

※優先度：目標開始時間、対策の効果、事象の発生度合いなどを勘案し、優先度を設定。優先度はＡ＞Ｂ＞C となる。 

※代替拠点の列は、施策が代替拠点においても有効な場合に「有効」としている。  
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（２）当面の対策一覧（（１）の対策が施されるまでの間の当面の対策及び（１）記載事項以外のもの） 

優先度 
対象システム 

インフラ 
現状レベル 当面の対策 

検討 
スケジュー

ル 
実行担当 

代替 
拠点 

Ｂ 

緊急速報メー
ル、災害ブロ
グ、フェイスブ
ック等 

・夜間、休日の場合、情報
発信の対応が遅れる 

・情報発信代行サービスを検討する 平成 30 年度 防災担当 有効 

Ｂ 
復旧支援業者と
の契約 

・本計画に基づく支援につ
いては、文書による依頼だ
けとなっている 

・支援業者と締結している保守等の契約の中に、本計画
に基づく支援について明記する 

未定 
情報システ

ム担当 
有効 

Ｂ 
職員の安否確認
等 

・電話・メール等の輻輳に
より、連絡が取れない可能
性がある 

・安否確認システムの導入を検討する 
・災害用伝言ダイヤル（１７１）利用を周知する 

平成 30 年度 
防災担当 

情報システ
ム担当 

有効 

B 職員の参集手段 
・休日等の場合、交通機関
のマヒ等により一部職員が
時間内に参集できない 

・参集訓練等の実施により、日頃から参集方法について
検討する 

平成 30 年度 
情報システ

ム担当 
有効 

＜＜参考＞＞ 

・内部情報系システムが被災し、本システムを経由したインターネットが利用できなくなった場合の代替措置として、現状、各課が独自に契約しているイン

ターネット環境を利用することも検討する。 

 

○各課独自でインターネットを利用している場所等 

所属名 事業名 設置場所 備考 

議会事務局 議会運営事務 本庁舎４階議会図書室 議員の調査用 

学校教育課 教育相談事業 教育相談室（上野台体育館事務室２階）  

学校教育課 国際化・情報化教育推進事業 各小中学校（１９校）  

協働推進課 市民活動支援センター運営事業 市民活動支援センター（ココネ１階） 支援センター利用者用 

大井図書館 大井図書館管理運営事業 大井図書館  
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７．緊急時対応・復旧計画 
（１）緊急時対応体制 
  大規模な災害が発生した場合に、職員が適切に対応し、正確に情報が伝達されるよう

に、以下の体制で活動する。 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

        提案    承認又は変更指示 

 
システム・インフラ 

                   復旧対応／支援 

 

                  被害状況の報告等 
                   

 

                                要請   支援 
                 要請 

 

                 支援 

 
※ＩＣＴ部門責任者の代理者は、職位順とする。 

※ＩＣＴ部門責任者は災害対策本部の業務に追われ、十分な対応ができない可能性があるた

め、情報庶務班（システム部門に限る。以下「情報システム班」という。）はＩＣＴ－Ｂ
ＣＰの役割において、主体的に緊急時の対応にあたり、重要な意思決定が必要な局面の

み、推奨する意見をＩＣＴ部門責任者に提案して判断を仰ぐように努める。 

※各業務担当とは初動業務の主管部署、初動業務において利用するシステム・インフラの利

用部署、主管部署など。 

  

ふじみ野市災害対策本部 

本部長 ：市長 
副本部長：副市長 
     教育長 

災害対策本部事務局 

各対策部：各部長等 

対策部 

ＩＣＴ部門責任者： 
情報政策担当部長 

（情報統括責任者） 

ＩＣＴ部門 

(情報システム部門に限る) 
班長：情報政策担当課長 
班員：情報政策担当職員 
 
（以下「情報システム

班」という。） 

情報庶務班 各業務担当 
（防災担当） 
（広報担当） 

（その他業務担当） 

復旧支援 
事業者 

復旧支援 
事業者 
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各チーム・メンバーの役割 

名 称 役  割 備 考 

本部長（市長） ・本部事務を統括し、各部の職員を指揮監督する。  
副本部長 

（副市長、教育長） 
・本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、これ
を代行する。 

 

情報統括責任者 
(ＩＣＴ部門責任者) 

・本部長の命を受け、庁内のシステム・インフラを
掌理し、対応職員を指揮監督する。 
・ＩＣＴ－ＢＣＰの緊急時対応体制の設置を決定
し、災害対策本部長に報告する。 
・ＩＣＴ－ＢＣＰの緊急時対応体制の設置場所の被
害状況を把握し、本部長へ状況報告と設置場所に関
する ICT 部門からの意見を述べ、指示を受ける。 
・システム・インフラの復旧及び復帰に関する方
針、計画を決定する。 
・ＩＣＴ－ＢＣＰの緊急時対応体制の解散を決定
し、災害対策本部長に報告する。 

 

情
報
シ
ス
テ
ム
班 

班長 

・情報システム班の班員（以下、「班員」とい
う。）の安否状況を確認するとともに、その結果を
ＩＣＴ部門責任者に報告する。 
・ＩＣＴ部門責任者の指示に基づき、情報システム
班の体制を確立し、システム・インフラの復旧活動
を指揮する。 
・班員や各業務担当から、庁舎にあるシステム・イ
ンフラの動作状況、被害状況の報告を受け、その旨
をＩＣＴ部門責任者に報告する。 
・復旧方針について検討し、ＩＣＴ部門責任者へ案
を示し、決定を促す。 
・班員から、ネットワーク及び情報機器の保守業者
への復旧依頼状況の報告を受け、対応措置状況をＩ
ＣＴ部門責任者に報告する。 
・非常時の対応においても情報セキュリティが確保
できるよう対策を行う。 
・復帰方針について検討し、ＩＣＴ部門責任者へ案
を示し、決定を促す。 
・災害復旧後、対応記録のまとめ、防災担当への報
告、ＩＣＴ－ＢＣＰの見直しを行う。 

様式９－１ 

職 員 緊急 連

絡先一覧 

情
報
シ
ス
テ
ム
班 

班員 

・自らの安否情報を班長に報告する。 
・庁舎にあるシステム・インフラの動作状況、被害
状況を班長に報告する。 
・班長の指示に従い、復旧活動を始動する。 
・必要な復旧支援事業者に連絡し、協力を依頼す
る。 
・システム・インフラに関する被害状況調査及び評
価を行う。 
・主要なシステム・インフラについて重要度の高い
ものから順に、目標復旧時間内の復旧に努める。  
・復旧活動の進捗を班長に報告する。 
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各
業
務
担
当 

広報担当 

・災害対策本部からの指示に従い、市民等外部への
情報発信を行う。（災害対策本部で検討されたコン
テンツをふじみ野市ホームページ、ＳＮＳ、防災行
政無線等により市民等へ発信する。） 
・情報システム班との連絡体制を確立し、被害及び 
復旧状況を情報システム班に報告する。 
・利用するシステム・インフラ（公開用ＨＰなど、
情報発信に必要なシステム・インフラ）の代替手段
の対応が必要な場合は、情報システム班に支援を要
請する。 

 

防災担当 

・所管するシステム・インフラの被害状況調査及び 
評価を行う。（電力、放送室、音声通信手段、緊急
の情報発信手段、県との情報通信手段など） 
・情報システム班との連絡体制を確立し、被害及び
復旧状況を情報システム班に報告する。 
・所管するシステム・インフラの早期復旧に努め
る。 
・必要な復旧支援事業者に連絡し、協力を依頼す
る。 
・所管するシステム・インフラの代替手段の対応が
必要な場合は、情報システム班に支援を要請する。 

 

復旧支援事業者 
・情報システム班、各業務担当の協力要請に対し、
連携して必要な支援を行う。 

様式９－２ 

復 旧 支援 事

業 者 連絡 先

一覧 
 
※情報統括責任者が不在の場合は、代行者１が役割を担当する。責任者、代行者１がともに

不在の場合は代行者２がその役割を担当する。 

  

役 割 氏 名 

情報統括責任者  

代行者１  

代行者２  

 

  



45 

（２）発動の流れ 
  ア 設置基準 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 設置基準 ＩＣＴ－ＢＣＰ緊急時対応体制 

災害 
発生時 

 

震度５強以上が発生した場合 
災害対策本部とともにＩＣＴ－ＢＣ
Ｐ緊急時対応体制を設置 

上記以外で、災害対策本部が設置
された場合 

情報統括責任者が必要と認める場合 

災害対策本部が設置されず、シス
テム・インフラに重大な被害の発
生又はその恐れがある場合 

情報統括責任者が必要と認める場合 

 

優先順位 システム復旧拠点 災害対策本部 

１ 本庁舎等 ふじみ野市第 2 庁舎４階 ふじみ野市本庁舎３階 

２ 遠隔地 ふじみ野市大井総合支所 ふじみ野市大井総合支所 

３ 近接地 ふじみ野市出張所 ふじみ野市出張所 

  システム復旧の拠点は、本庁舎等及び近接地、遠隔地のシステム・インフラ、ライフラ

イン等の被害状況を確認の上、災害対策本部長が決定する（災害対策本部を、ＩＣＴとし
て支える必要があるため、災害対策本部と同じ場所がシステム復旧拠点になる）。 

  

震度４ 震度５弱 震度５強 震度６弱以上 

気象警報発令・災害発生 
災害 

ふじみ野市
地域防災 

計画 

警戒体制 
第１配備 

警戒体制 
第２配備 

非常体制 
第１配備 

非常体制 
第２配備 

事前配備 
調査、継続的監視 

災害対策本部 

ＩＣＴ－ 
ＢＣＰ 

準備、調査 
設置判断 

緊急時対応体制 設置 

災害対策本部 

緊急時対応体制 設置 
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イ．情報システム担当職員の参集及びその後の対応 

(ｱ) 一次参集場所 
(a) 庁舎への立入りが可能な場合 

・情報システム担当職員は第２庁舎４階事務室を参集場所とする。 

(b) 庁舎への立ち入りが不可能な場合 
・情報システム担当職員は第２庁舎前を参集場所とする。 

(c) 代替拠点への直接の参集は行わず、まずは第２庁舎に参集することとし、災害対

策本部長がシステム・インフラの復旧拠点を決定後、情報統括責任者の指示に従

い、第２庁舎から移動することを原則とする。それまで参集できなかった者は代
替拠点へ直接参集する。 

(ｲ) 参集判断及び連絡方法 

(a) 震度５強以上の場合 
・職員は、動員命令を待つことなく、家族と自分の身の安全を確保したうえで、

直ちにあらゆる手段をもって参集場所に集合する。 

・可能な安否報告手段を用い、自分の状態及び参集予想時刻等を班長又はその代

理者へ報告する。（固定電話、携帯電話、メール、災害伝言ダイヤル、災害用伝
言板サービス、ＳＮＳ等） 

・情報システム班班長の指示により一定期間連絡がとれない者の安否確認を行 

う。 
(b) 震度５弱以下の場合 

・ＩＣＴ部門の連絡ルールに基づき、参集の指示があれば参集し、可能な通信手

段により自分の状態を班長へ報告する。 

・安否確認は、情報システム班班長の指示により一定期間連絡がとれない者に対
して行う。 

(c) その他の災害の場合 

・上記以外の災害･事故が発生した場合の参集及び行うべき対応については、情報

統括責任者の指示により行う。 
(ｳ) 参集後の対応 

・参集した情報システム担当職員は速やかに執務室及びサーバ室等の被害状況の確

認、各業務担当の参集、対応状況の確認を行い、遅滞無く情報システム班班長に報
告する。 

・班長は、市内の被災状況により職員配備体制を変更する必要がある場合には、Ｉ

ＣＴ部門責任者と協議し、情報システム班班長の補強（又は変更）を災害対策本部

に要請する。 
・職員等は被災状況により、復旧支援事業者へ支援の要請を行う（ＩＣＴ部門連絡

網及び復旧支援事業者の連絡先等は様式９を参照）。 

(ｴ) 外部事業者 
・主要システムの各外部事業者（(株)ヤマト企画、(株)ＴＫＣ、富士通(株)）は、ふ

じみ野市内で震度５強以上の地震が発災した場合、自動的に自社に参集することと

なっている。外部事業者の連絡先の情報を確認し、市の支援要請に対し対応しても

らうよう事前に調整する。 
・年次の計画見直しにおいて、この協力関係の維持を各社に確認すること。システ

ム更新などにより協力関係を結ぶ業者に変更があった場合は、同様の協力関係を構

築するように努める。なお、被災時の提携について約定を結ぶことが望ましい。 
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（３）全体フロー 
  ○本庁舎等復旧 

 

就業時間内 １時間以内 ３時間以内 ６時間以内

就業時間外 １時間以内 6時間以内 9時間以内

情

報

統

括

責

任

者

情

報

シ

ス

テ

ム

担

当

エスカレー

ション

１

地

震

情

報

の

収

集

２

参

集

判

断

３

職

員

参

集
（

就

業

時

間

外

の

場

合

は

自

宅

等

か

ら

の

参

集

に

な

る
）

５ システム・インフラ
復旧拠点の判断

防災担当による対策
本部設置用ＩＣＴ機
材の確保（ＰＣ、複
合機、ＯＡ消耗品

等）

ＩＣＴ資源 被害状況確認・対応指示

４ 第２庁舎サーバ
室の被害状況確認

６ 各種ＩＣ
Ｔ資源の確保

８ 庁内ネットワー
クの利用可能性確認

４ 大井総合支所の
被害状況確認

９ 庁内ネットワークが利
用できない場合の代替準備

及び復旧確認

10 広報担当
他からの情報収
集と復旧支援対

応

11 初動で利
用する情報シ
ステムの利用
可能性確認

（住民情報ｼｽﾃ
ﾑ、避難行動要
支援者ｼｽﾃﾑｻｰ
ﾊﾞ、ﾒｰﾙ、WEB
ﾒｰﾗｰ、共有ﾌｧｲ
ﾙｻｰﾊﾞ、ｲﾝﾄﾗﾈｯ
ﾄ、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｼｽ

ﾃﾑ）

12 利用でき
ないシステム
の代替準備

13 モバイル
PC、モバイル
ルータの確保

14 ホームページ
システムが利用でき
ない場合の代替準備

15 外部事業
者との連絡

７ 防災担当班の情報収集と復旧支援対応

16 その他の情報
システムの被害状

況確認

①へ（本庁舎等での復旧ができない場合）
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  ○代替拠点復旧 

 
※上記の各アクション（ＢＯＸに記載の応急業務）毎に、情報統括責任者へ作業結果を報告する。 

※表中列タイトルの時間表記は、ＩＣＴ部門としての業務の開始期間の期限を表す。

就業時間内 ６時間以内 9時間以内

就業時間外 9時間以内 12時間以内

情

報

統

括

責

任

者

情

報

シ

ス

テ

ム

担

当

エスカレー

ション

ＩＣＴ資源 被害状況確認・対応指示

５
２

大
井
総
合
支
所
（
代
替
拠
点
）
へ
の
移
動

５１ 持ち出せるＩＣ
Ｔ資源の確認・確保

５５ インター
ネットメール等の
通信手段の確認

５３ 各種ＩＣ
Ｔ資源の確保

５６ 広報担
当班からの情
報収集と復旧

支援対応

５７ 外部事業
者との連絡

５４ 防災担当班からの情報収集と復旧支援対応

防災担当による対策
本部設置用ＩＣＴ機
材の確保（ＰＣ、複
合機、ＯＡ消耗品、

無線機等）

①から
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（４）行動計画（参集） 
  ア 情報システム班の参集対応 
   （作業の優先順に記載） 

 復旧手順 チェック 補足 

１ 

地震情報の収集 
 テレビ・ラジオ・携帯電話（ワンセグ）・ホームペー
ジ・防災無線等から地震情報の収集に努める。 

 停 電 し て い る
こ と が 想 定 さ
れ る た め 、 交
換 用 電 池 や 携
帯 電 話 の 充 電
機 器 な ど を 準
備する。 
 

２ 

参集判断 
 「ふじみ野市地域防災計画」及び「７(２) 発動の流
れ」に基づき、参集するか否かを判断する。 

・震度 5 弱以上の地震が発生した場合 
→災害対策本部の設置とともにＩＣＴ－ＢＣＰ緊急時対応
体制を設置 
・上記以外で、災害対策本部が設置された場合 
→情報統括責任者が必要と認める場合 
・災害対策本部が設置されず、システム・インフラに重大
な被害が発生又はその恐れがある場合 
→情報統括責任者が必要と認める場合 
 
※就業時間外において、情報統括責任者がＩＣＴ－ＢＣＰ
緊急時対応体制の設置を判断した場合はＩＣＴ部門の連絡
ルールにより、情報システム班に伝達する。 

 震 度 ５ 強 以 上
の 場 合 、 情 報
シ ス テ ム 担 当
職 員 は 情 報 シ
ス テ ム 班 班 長
へ の 安 否 報 告
を実施する。 
連 絡 が 取 れ な
い 職 員 が い る
場 合 は 、 １ ７
１ な ど に よ り
災 害 時 対 応 手
段 で 確 認 を 試
み る と と も
に 、 定 期 的 に
確 認 す る 作 業
を追加する。 

３ 

職員参集 
 応急活動に便利で安全な服装を着用し、帽子又はヘル
メット、手袋、タオル、水筒、食料、筆記用具、懐中
電灯、ラジオ（ＦＭ付）、応急医薬品及び身分証明書
等を携行すること。 

 
※連絡は「様式 ９ 緊急連絡先一覧」に基づき行われる。
外出先でもわかるよう各自事前に連絡先・連絡手段・連絡
内容を携行しておくこと。 
 

 情報システム担当の職員等は、自分の所在、参集予
想時刻等をＩＣＴ部門の連絡ルールに従い、情報シ
ステム班の班長へ通信可能な手段で連絡する。 

 
※安否状況（家族を含む）、参集予測時間等に変更が生じ
た場合、同様に報告すること。 
 
※情報システム担当の職員等の参集場所は、「７(2) 発動
の流れ」に定めるとおり、第２庁舎４階事務室又は第２庁
舎前とする。 

  
 
 
 
震 度 ５ 弱 未 満
の 場 合 は 、 災
害 対 策 本 部 設
置 判 断 に 準 ず
る 
 
就 業 時 間 外 の
場 合 は こ の ア
ク シ ョ ン は 自
宅 か ら の 参 集
になる 
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  イ 情報統括責任者 

 復旧手順 チェック 補足 

５ 

システム・インフラ復旧拠点の判断 
 情報統括責任者はシステム・インフラ復旧拠点及び周
辺地域のインフラ、ライフラインの被害状況の調査を
各担当に指示する。 

・本庁舎３階防災無線室 
・第２庁舎４階サーバ室 
・大井総合支所 
 

 各担当からの被害状況をとりまとめ、対策本部長に報
告し、システム・インフラ復旧拠点の指示を受ける。 

 
 対策本部長が決定した代替拠点に従い、情報統括責任
者はシステム・インフラ復旧拠点を決定し、緊急時対
応体制の情報システム班や各業務担当に連絡する。 

 
※大井総合支所への移動の場合は、各担当に移動のための
準備、移動日時、移動手段など災害対策本部の指示事項を
伝達する。 

 個々の機器で
はなく、場所
としての長期
的な利用可能
性を調査指示
する。 
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（５）行動計画（本庁舎等復旧） 
  ア 情報システム班の復旧対応 
   （各復旧手順は作業単位に作業結果を情報統括責任者に報告する） 

   （作業の優先順に記載） 

 復旧手順 チェック 補足 

４ 

第２庁舎サーバ室、大井総合支所の被害状況確認 
 情報統括責任者の指示のもと、「様式４ システム機

器設置場所の状況把握結果」及び「様式１１ 被害チ
ェックシート 簡易版」を用い、第２庁舎サーバ室の
外観からの目視による調査を行う。 

 大井総合支所の被害状況を災害対策本部から「様式
４ システム機器設置場所の状況把握結果」及び「様
式１１ 被害チェックシート 簡易版」を用いて確認す
る。 

 調査結果をまとめ、情報統括責任者に報告する。 

※以降の作業は災害対策本部長によるシステム・インフラ
の復旧拠点の判断により異なってくるが、決定するまで
は、身の安全が確保できる範囲で以下の作業を継続する。 

 
様式 ４ 

 
様式１１ 

６ 

各種ＩＣＴ資源の確保 
 庁内ネットワークに接続できるＰＣを確保する。 

 利用できる複合機（プリンター、コピー機でも
可）、ＯＡ消耗品（紙、トナーなど）を確保する。 

※本庁地下印刷機が利用できない場合は、広報担当が専用
で利用できるプリンターを確保する。 
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 復旧手順 チェック 補足 

７ 

防災担当班からの情報収集と復旧支援対応 
 庁内において、電力の利用が可能かを確認する。停

電の場合は、非常用電源の稼動を確認する。 

 停電発生時は、電力回復の目途を確認する。（非常
用電源については燃料の補給必要時期、いつまでに
供給されるかを確認する。） 

 本庁舎放送室（ＬＧＷＡＮ、庁内ＬＡＮ、インター
ネットの各ＯＮＵ，ルータ等）の被害状況を確認す
る。 

  広報手段の利用可能性を確認する。 
・防災行政無線の利用が可能かを確認する。 
・緊急速報メールの利用が可能かを確認する。 
 

 緊急速報メールがＰＣの破損により利用できない場
合は、代替ＰＣを確保し、サービス事業者に申請・
登録したグローバルＩＰアドレスの設定を行う。 

  各種通信手段の利用の可能性を確認する。 
・固定電話、ＦＡＸ 
・携帯電話、携帯メール 
・防災行政通信網 
・防災行政無線（移動系） 
 

 埼玉県危機管理防災センターへの連絡手段を確保す
る。 

※一度には情報を得ることは難しいため、定期的に確認
し、必要に応じてＩＣＴ部門としてできる支援を行う。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
情報システム
班はＩＣＴ部
門としてＩＣ
Ｔ資源の全体
の利用可能状
況を理解し、
全体的な視野
から効果的な
対策の実施、
提案を行う必
要がある。 

８ 

庁内ネットワークの利用可能性確認 
 サーバ室への入出が可能ならば、各種ネットワーク

機器の動作状況を「様式１２ 被害チェックシート 詳
細版」に従い、確認する。 

 庁内ネットワーク支線の導通状況を「様式１２ 被害
チェックシート 詳細版 ネットワーク個別確認」に従
い、確認する。 

 様式１２ 
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 復旧手順 チェック 補足 

９ 

庁内ネットワークが利用できない場合の代替準備及び復旧
確認 

 庁内ネットワークの導通が確認できない場合は、以下
の代替を準備する。 

・末端の支線ＬＡＮが利用出来ない場合は、予備のＬＡＮ
ケーブルと末端機器を用いて暫定的に接続する。 
・本庁舎、第 2 庁舎間の接続ができない場合は、早急に原
因を究明し、復旧を試みるとともに、無線ＬＡＮによる接
続を検討する。 
 

 ネットワーク関連機器（ファイヤウォール等）の一
部が利用できない場合、一時的にでもセキュリティ
レベルを落した対応が可能かを検討する。実施する
場合は情報統括責任者の承認を得て行う。 

  

１０ 

広報担当他からの情報収集と復旧支援対応 
 広報担当班をはじめとする各部署において初動業務

に必要なＩＣＴ機材が確保されているかを確認す
る。 

 
＜広報担当の必要なＩＣＴ機材＞ 
・ＳＮＳにより情報を発信するため及び被害情報を記録す
るためのＰＣ 
・印刷機（の代わりとなるプリンター） 
・広報車にて使用する防災行政用無線 
 

 広報担当をはじめとする各部署において初動業務に
不足するＩＣＴ機材があれば、代用品を確保し、支
給する。 
 

※庁内で利用できるＩＣＴ機材を調査し、不足する場合は
外部事業者または応援地方公共団体への協力依頼により確
保する。 

 

情 報 シ ス テ ム
班 は Ｉ Ｃ Ｔ 部
門 と し て Ｉ Ｃ
Ｔ 資 源 の 全 体
の 利 用 可 能 状
況 を 理 解 し 、
全 体 的 な 視 野
か ら 効 果 的 な
対 策 の 実 施 、
提 案 を 行 う 必
要がある。 

１１ 

初動で利用する情報システムの利用可能性確認 
 以下の情報システムを優先的に動作可能か「様式１

２ 被害チェックシート 詳細版」に従い、確認する。 
・住民情報システム 
・避難行動要支援者システムサーバ 
・メール 
・ＷＥＢメーラー 
・共有ファイルサーバ 
・イントラネット 
・ホームページシステム（広報担当班からの連絡による） 
 

 

  

 

  



54 

 復旧手順 チェック 補足 

１２ 

利用できないシステムの代替準備 
 住民情報システムが利用できない場合は、住基デー

タのバックアップを確保し、利用できるＰＣに落と
して、市民の安否確認の照合に対応できる様にして
おく。 

 
 メール、ＷＥＢメーラーが利用できない場合は、イ

ンターネットメールが利用できるＰＣを確保する。 
 
※この場合、各課が独自で契約しているインターネット環
境を利用することも想定する（６（１）参照）。 

 

現 状 、 住 基 の
バ ッ ク ア ッ プ
デ ー タ が 予 備
の Ｐ Ｃ で 読 み
込 め る 形 式 に
な っ て い な
い。 

１３ 

モバイルＰＣ、モバイルルータ（２キャリア）の確保 
 インターネットと接続できるモバイルＰＣ、モバイ

ルルータを確保し、インターネットに接続できる環
境を準備する。 

 

現 状 、 モ バ イ
ル ル ー タ は 無
い 。 早 急 に 対
策を進める。 

１４ 

ホームページシステムが利用できない場合の代替準備 
 本庁舎への立ち入り制限や端末の破損等によりホー

ムページシステムが利用できない場合、利用可能施
設において代替機及びインターネット環境を確保
し、ホームページの更新を行う。 
 

※庁内で利用できるＩＣＴ機材を調査し、不足する場合は
外部事業者または応援地方公共団体への協力依頼により確
保する。 
 

 ホームページシステムの復旧が長期に及ぶと判断さ
れる場合は、ＳＮＳ等により対応を行う。 

 
 
 

１５ 

外部事業者との連絡 
 外部保管されているバックアップデータを確保する

ために外部保管事業者と連絡する。 
 

 災害対策本部の今後の対応を確認し、今後のネット
ワーク・情報システム復旧方針について外部事業者
に協力要請を行い、復旧方針を検討する。 
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 復旧手順 チェック 補足 

１６ 

その他の情報システムの被害状況確認 
 情報システム班の班員は、「様式１ 情報システム一

覧」、「様式 12 被害チェックシート 詳細版」を用い
て、情報システム及びネットワークに関する詳細調
査を実施する。 

 
※被害チェックシートの内容は時間経過により変化するこ
とが考えられるため、定期的に調査するよう情報システム
班の班員へ指示し、結果報告を受ける。 
 

 情報システム班の班長は、第２庁舎サーバ室以外で
作業する班員（情報システム担当職員）及び事業復
旧支援者の行き先、作業内容、戻り予定時間をホワ
イトボード等に記載させ、要員配置状況を把握、管
理する。 

 
 情報システム班の班長は、サーバ室の入退室やアク

セス権等、情報セキュリティにおける機密性の低下
に影響する処置について、情報統括責任者の承認を
得て、情報システム班の班員に対応を指示する。 

 
※被災により、平時の機密性を保てない状況である場合に
は、できる限りの情報セキュリティに係る対策を実施す
る。 
１）「入退出表台帳」によるサーバ室出入管理 
２）アクセス権開放時のアクセスログ収集など 

 

 
様式 １ 
 
様式 １２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※  平 時 か ら
「 入 退 出 台
帳 」 、 ア ク セ
ス ロ グ な ど は
準 備 し て お く
こと。 
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（６）行動計画（代替拠点） 
  ア 情報システム班の復旧対応 
   （各復旧手順は作業単位に作業結果を情報統括責任者に報告する） 

   （作業の優先順に記載） 

 復旧手順 チェック 補足 

５１ 

持ち出せるＩＣＴ資源の確認・確保 
 大井総合支所に持ち出せる利用可能なＩＣＴ資源を

確保する。 
・住基デ－タバックアップ 
・避難行動要支援者システムバックアップ等必要なデータ 
・インタ－ネットを活用できるモバイルＰＣ 
・モバイルルータ 
・システム・インフラの再手配に必要な資料 
 
 防災担当班に大井総合支所に持ち出せる利用可能なＩ

ＣＴ資源を確認する。 
・防災行政無線（移動系） 
・災害対策用のＰＣ等 
 

 広報担当班他復旧対象システム利用課に大井総合支
所に持ち出せる利用可能なＩＣＴ資源を確認する。 

 
＜広報担当班＞ 
・ホームページシステムを利用するため及び被害情報を記
録するためのＰＣ 
・広報車及び搭載している防災行政無線 
 
＜その他の復旧対象システム利用課＞ 
・平常時に利用しているＰＣ、プリンターなど 
 

 外部事業者（未定）に連絡し、事前の協定（未締
結）に基づき、ＰＣ10 台を大井総合支所へ搬入する
ように依頼する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

協力してもらう
業者の決定と協
定の締結を早急
に行う。 

５２ 

大井総合支所（代替拠点）への移動 
 災害対策本部の指示に従い、以下の点を確認し、代替

拠点への移動を行う。 
・移動手段 
・移動経路 
・移動中の連絡方法と連絡ルール 
・危険回避に関する注意事項 等 

 
 
 

 

  



57 

 復旧手順 チェック 補足 

５３ 

各種ＩＣＴ資源の確保 
 ＩＣＴ部門で持ち出したＩＣＴ資源を設置し、動作

を確認する。 
 

 大井総合支所に設置している以下の資源を確保し、
動作を確認する。 

・ＰＣ 
・住基デ－タバックアップ 
・避難行動要支援者システムバックアップ等必要なデータ 
・複合機（プリンター、ＦＡＸ、複写機） 
・ＯＡ消耗品（トナー、紙） 
 

 外部事業者（未定）から搬入されるＰＣ10 台を確保
し、動作を確認する。 
 

 広報担当班に以下のＩＣＴ機材が確保できているか
を確認する。不足しているものがあれば、確保でき
たＩＣＴ機材から支給する。 

・ホームページシステムを利用するため及び被害情報を記
録するためのＰＣ 
・臨時報を印刷するためのプリンター 
・ＳＮＳ等にて情報提供するための機器 

 

 
 
 
協 力 し て も ら
う 業 者 の 決 定
と 協 定 の 締 結
を 早 急 に 行
う。 

５４ 

防災担当班からの情報収集と復旧支援対応 
 大井総合支所において、電力の利用が可能かを確認す

る。 
 

  停電発生時は、非常用自家発電設備の稼働状況及び電
力回復の目途を確認する。 

※原則として、大井総合支所への移動を判断する基準の一
つに電力の使用可能性があるが、余震による必要な設備へ
の損傷も起こりえる。 
 
  防災担当班に以下の各種通信手段の利用の可能性を確

認する。 
・固定電話、ＦＡＸ 
・携帯電話、携帯メール（PHS） 
・防災行政無線（移動系） 
 
※必要に応じてＩＣＴ部門としてできる支援を行う。 

 

情 報 シ ス テ ム
班 は Ｉ Ｃ Ｔ 部
門 と し て Ｉ Ｃ
Ｔ 資 源 の 全 体
の 利 用 可 能 状
況 を 理 解 し 、
全 体 的 な 視 野
か ら 効 果 的 な
対 策 の 実 施 、
提 案 を 行 う 必
要 が あ る こ と
か ら 、 各 部 署
に お け る Ｉ Ｃ
Ｔ 資 源 の 状 況
は 把 握 し て お
く。 

５５ 

インターネットメール等の通信手段の確認 
 設置したＰＣとモバイルルータを用いて、インターネ

ットへの接続の確認、メール手段（通信事業者が提供
するフリーメールサービスなども考えられる）の確保
を行う。 

 
※この場合、各課が独自で契約しているインターネット環
境を利用することも想定する（６（１）参照）。 

  

５６ 

広報担当班からの情報収集と復旧支援対応 
 ＳＮＳ等による情報提供、臨時報の印刷に伴う広報担

当班の対応状況を確認し、必要に応じて復旧支援を行
う。 
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 復旧手順 チェック 補足 

５７ 

外部事業者との連絡 
 外部保管されているバックアップデータを確保するた

めに外部保管事業者と連絡する。 
 

 災害対策本部の今後の対応を確認し、今後のネットワ
ーク・情報システム復旧方針について外部事業者に協
力要請を行い、復旧方針を検討する。 
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（７）添付書類 
  ア 持ち出しリスト                     ＜＜様式８参照＞＞ 

№ 持ち出し品 置き場所 担当者 備考 

１ ICT-BCP（初動編） 非常持ち出し袋   

２ 

ICT-BCP（初動版 様式集）（非公開用） 
様式９ 

  ９－１ 職員緊急連絡先一覧 
  ９－２ 復旧支援事業者の連絡先一覧 

様式１２ 
  ネットワークの個別確認（PING 用） 
  様式１２添付資料 

基幹系・内部情報系ネットワーク図 
  その他様式一式 

非常持ち出し袋   

３ ふじみ野市地域防災計画 窓側収納棚   

４ 震災時職員行動マニュアル 窓側収納棚   

５ 災害用 PC 事後処理室  充電確認 

６ ルータ 事後処理室  契約確認 

７ 耐火金庫の鍵 予備    

８ 情報システム担当保管のバックアップ媒体    

９ 各システムのマニュアル 窓側収納棚   
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  イ 緊急連絡先一覧 
９－１ 職員緊急連絡先一覧 

 
 
 

 

 
 

 

 

 

№ 氏名 職名
ICT-BCP

役割

庁舎までの

距離
自宅 携帯電話 自宅用（携帯電話） 参集手段

1 課長 情報システム班長

2 係長 情報システム班員

3 主任 情報システム班員

4 主事 情報システム班員

5 主事 情報システム班員

6 主任 情報システム班員
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９－２ 復旧支援業者の連絡先一覧 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社名 担当者名 役割 電話番号 メール FAX 携帯電話 携帯メール 代替電話番号 メールなど 連絡先名 代替場所

（株）ヤマト企画 システム全般

（株）ヤマト企画
システム全般

（当市常駐ＳＥ）

高額療養費・

養育医療
（株）ヤマト企画 復旧支援

福祉医

療・保育
（株）ヤマト企画 復旧支援

全般 （株）ＴＫＣ
埼玉営業課責任

者

全般 （株）ＴＫＣ 貴庁営業担当者

全般 （株）ＴＫＣ
貴庁インフラ担

当者

備考

全般

システム

名

会社名 平時の連絡先
住所

代替連絡先
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社名 担当者名 役割 電話番号 メール FAX 携帯電話 携帯メール 代替電話番号 メールなど 連絡先名 代替場所

内部情報

系システ

ム

富士通株式会社 担当営業

内部情報

系システ

ム

富士通株式会社 SE責任者

内部情報

系システ

ム

富士通株式会社 ＳＥ管理者

全国センター

住基ネット全国

センター（J-

LIS）

埼玉県

企画財政部情報

システム課

住基ネット・マ

イナンバー担当

住基

ネット

システム

名

会社名
住所

平時の連絡先 代替連絡先
備考
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９－３ ふじみ野市防災協定（事業者等）一覧（防災担当課作成） 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

協定名 相手方の事業者名 相手方事業者の所在地 協定の概要

1 災害時における応急生活物資の調達及び供給等に関する協定書 ㈱東武ストア
東京都板橋区上板橋

３－１－１
保有商品の優先的供給

2 災害時における応急生活物資の調達及び供給等に関する協定書 ㈱イトーヨーカ堂
東京都千代田区二番町

８－８
保有商品の優先的供給

3 災害時における支援協力に関する協定書
イオンリテール株式会社

（窓口：イオンディライト株式会社）
ふじみ野市ふじみ野1-2-1 一時避難場所、トイレ、食料、生活物資等の提供、情報提供

4 災害時等における支援協力に関する協定書 ㈱ヤオコー
埼玉県川越市脇田本町

１－５
一時避難場所、トイレ、食料、生活物資等の提供、情報提供

5
災害時における応急生活物資等の調達及び供給等に関する協定

書
株式会社ＬＩＸＩＬビバ さいたま市浦和区上木崎1-13-1 応急物資及び資機材等の供給

6 災害時における応急生活物資供給等に関する協定書 いるま野農業協同組合
埼玉県入間市小谷田

４－６－１１
応急物資の供給

7 災害時における生活用水の確保及び供給の協力に関する協定書 川越浴場組合 福湯会
埼玉県ふじみ野市福岡武蔵野

２－１０
生活用水の確保及び提供

8 災害時における飲料水等の供給に関する協定書 コカ・コーライーストジャパン株式会社 所沢市亀ケ谷46-1
設置自動販売機の開放

飲料水の優先的な供給

9 大規模災害時における救援物資提供に関する協定書 大塚製薬㈱ 大宮支店 埼玉県上尾市瓦葺９２９－１
設置自動販売機の開放

飲料水、商品（ポカリ・カロリーメイト等）の優先的な供給

10 災害時等における支援協力に関する協定書 ㈱マミーマート
埼玉県さいたま市北区宮原町

２－４４－１
一時避難場所、トイレ、食料、生活物資等の提供、情報提供

11 協定書 ふじみ野市管工事業協同組合
ふじみ野市大井武蔵野1259

大井浄水場内
飲料水兼用耐震性貯水槽の飲料水の供給、維持管理

12 災害時における仮設トイレ設置業務等に関する協定書 ㈱協和清掃運輸ふじみ野支社 埼玉県ふじみ野市駒林１１０１ 仮設トイレ設置業務等の応援、提供

13 災害時における緊急設備支援に関する協定書 ㈱セレスポ さいたま市浦和区常盤7－1－1 避難所用テント設備等の提供

14

災害時における霊柩車・棺等葬祭用品の供給等の協力に関する

ふじみ野市と埼玉葬祭業協同組合及び社団法人全国霊柩自動車

協会との協定書

埼玉葬祭業協同組合

社団法人全国霊柩自動車協会

さいたま市浦和区高砂1-2-1

エイペックスタワー浦和210
霊柩車、棺等葬祭用品の供給等の提供と協力

15 災害時における協力に関する協定書 （社）東入間青年会議所
埼玉県ふじみ野市大原

２－１－２４
被災地の状況とニーズの把握、救援物資等の調達、募集及び受付等

16 災害時における石油製品の確保及び供給の協力に関する協定書
埼玉県石油商業組合入間東部支部（ふじみ

野班）
ふじみ野市仲1-4-2 石油製品の供給要請への協力

17 災害時非常用井戸の指定に関する協定書 各揚水組合  7団体 災害時非常用井戸として使用できるよう協力

18 災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 生活協同組合コープみらい さいたま市南区根岸1-6-12

応急生活物資の調達及び供給

物資搬送車両の確保

被災状況等の情報の提供

19 災害時におけるＬＰガスの優先供給等に関する協定 埼玉県ＬＰガス協会川越支部 川越市野田町1－2－1 ＬＰガスの優先供給

20 災害時における救援物資(飲料水）の供給に関する協定 株式会社伊藤園所沢支店 所沢市東所沢2-54-12 飲料水の供給

21 災害時における支援協力に関する協定
株式会社ふじみ野学校給食サービス

（株式会社東洋食品）

東京都大東区東上野1-14-4-4Ｆ

ふじみ野市中福岡字宮田122-1

留置き児童生徒及び避難住民への炊き出し

（なの花学校給食センターを拠点とする）

22 災害時における食料の供給に関する協定
株式会社ニューフジフーズサービス

ふじみ野キッチン
ふじみ野市亀久保1140 避難所等へのカレーライスの供給

物

資

供

給

等

支

援

支援種別
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協定名 相手方の事業者名 相手方事業者の所在地 協定の概要

23 災害時における緊急避難経路等に関する覚書
住友信託銀行㈱(オーナー)

㈱イトーヨーカ堂

東京都千代田区丸の内１－９－２

東京都千代田区二番町８－８
敷地内の指定部分を緊急避難路、活動道路として使用できるよう協力

24
災害時における郵便事業株式会社上福岡市店、ふじみ野市に関

する覚書
日本郵便株式会社上福岡郵便局

埼玉県ふじみ野市福岡

２－１－５
避難場所、物資集積場所の提供、情報提供、避難所への郵便差出箱設置

25 災害時における民間賃貸住宅の提供支援に関する協定書
社団法人埼玉県宅地建物取引業協会埼玉西

部支部
川越市脇田本町14-20 遠藤ビル3F 応急的な住宅として民間賃貸住宅へ入居を支援

26 災害時の情報連絡活動に関する協定書

ダイヤモンド交通㈲、三和冨士交通㈱、川

越乗用自動車㈱、鶴瀬交通㈱、㈲みずほ昭

和、東上ハイヤー㈱

川越市下松原488-4

（ダイヤモンド交通㈱ 川越営業所）
災害発生時の情報収集・提供の協力

27 災害に係る情報発信等に関する協定 ヤフー株式会社 東京都港区赤坂9－7－1

災害時にふじみ野市ホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上

に掲載する。

（秘書広報課で締結）

28 災害時における避難所等施設利用に関する協定書 学校法人聖路加国際大学 東京都中央区明石町１０－１ 災害発生時一時避難場所としての利用

29 災害時における設備提供等の協力に関する協定
正興産業株式会社

セイコーモータースクール
ふじみ野市市沢3－7－61

応急対策活動に必要な教習用車両の提供

インストラクターの派遣

一時避難場所として、敷地及び建物の提供

30 災害時における要援護者の受け入れに関する協定

社会福祉法人樹会（大井苑）

社会福祉法人秋桜園

社会福祉法人崇徳会マザーアース

社会福祉法人相愛福祉会あやめの里

医療法人恵雄会さくらの里

医療法人新正会ベテラン館

医療法人誠壽会上福岡リハケアセンター

医療法人明理会イムスケアふじみの

ふじみ野市大井武蔵野1277-1

ふじみ野市駒林1145-1

ふじみ野市大井621-1

ふじみ野市中福岡263

ふじみ野市福岡新田4-1

ふじみ野市亀久保1833-5

ふじみ野市福岡新田108-1

ふじみ野市鶴ケ岡5-6-58

要援護者の緊急受け入れ

31 災害時における放送等に関する協定
株式会社ジェイコムさいたま（東上局）

株式会社ジェイコム北関東（川越局）

富士見市東みずほ台2-8-3ジェイコム東上

ビル

川越市脇田本町11-13 渡辺オフィスビル

3

災害情報の放送等

32 特設公衆電話の設置・利用に関する覚書
東日本電信電話株式会社

（NTT東日本-関信越）

さいたま市浦和区常盤5-8-17

さいたま新常盤ビル６F
特設公衆電話の設置・利用・管理について

33 災害時における物資の輸送に関する関する協定書
社団法人埼玉県トラック協会

川越支部
富士見市針ヶ谷1-19-1 物資輸送の協力

34 災害時におけるバス利用に関する協定書 社団法人埼玉県バス協会西部地区部会 埼玉県坂戸市小沼２９２－１
所有バスで避難者を避難所へ搬送

所有バスを避難施設として提供

35 災害時における災害防止に関する協定書 ふじみ野市災害対策協会
埼玉県ふじみ野市上福岡

１－１４－７

地元建設会社による災害復旧作業の協力

被害状況等の情報交換

36 災害時における電気設備等の復旧に関する協定書 埼玉県電気工事工業組合 さいたま市北区植竹町1－820－6 電気設備等の復旧活動、情報提供

37 大規模災害時等における電力復旧等に関する協定書
東京電力パワーグリッド株式会社埼玉支店

志木支社
埼玉県志木市幸町１－８－５０

停電被害の情報提供

防災無線による広報活動

物資の提供

38 災害時等における家屋被害認定調査に関する協定書 埼玉土地家屋調査士会
さいたま市浦和区高砂

４－１４－１

被害認定調査の支援協力

罹災証明の市民からの相談

39 災害時における被災者等相談に関する協定 埼玉司法書士会 さいたま市浦和区高砂3-16-58 相続・不動産等の相談員派遣

40 災害時における被災者支援に関する協定 埼玉県行政書士会 さいたま市浦和区仲町3-11-11 罹災証明・相続等の相談員派遣

41 災害時の医療救護活動に関する協定書 ふじみ野市医師会 ふじみ野市うれし野1-6-6 医療救護班の派遣

42 災害時における傷病者の応急処置活動に関する協定書
公益社団法人埼玉県柔道整復師会川越支部

ふじみ野会
ふじみ野市大井1-5-29 医療救護班の派遣

43 災害時における応急医薬品供給等の協力に関する協定書 ふじみ野市薬剤師会
埼玉県ふじみ野市上福岡

５－１－１１
保有医薬品等の優先供給
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協定名 相手方の事業者名 相手方事業者の所在地 協定の概要

44 防災行政無線局運用に関する協定書 入間東部地区消防組合 ふじみ野市大井中央1-1-19 災害時の防災行政無線局遠隔制御装置の運用

45 災害時におけるふじみ野市消防団派遣に関する協定書 入間東部地区消防組合 ふじみ野市大井中央1-1-19 災害時の消防団の派遣

46 災害時における相互援助に関する基本協定書 富士見市、三芳町
富士見市大字鶴馬1800-1

三芳町大字藤久保1100-1

食料、飲料水、生活必需品等の物資提供。職員の派遣。被災者の一時収容

施設の提供。その他救護活動に必要な物資及び労務等の提供。

47 災害時における埼玉県内市町村間の相互応援に関する基本協定 埼玉県内全市町村

食料、生活必需品、資機材等の物資提供。車両、舟艇等の提供。職員の派

遣。被災者の一時収容施設の提供。被災傷病者の受入。火葬のための施設

提供。ボランティアの活動調整。被災児童、生徒の応急教育の受入。その

48 災害時における相互応援に関する協定書 山梨県甲斐市 山梨県甲斐市篠原２６１０
食料、飲料水、医療品、生活必需品等の物資提供。防疫資機材、発電機、

車両等の資機材。救護、救助及び応急復旧に必要な職員の派遣。その他。

49 災害時相互応援協定書 長野県飯田市 長野県飯田市大久保町２５３４
食料、飲料水、医療品、生活必需品等の物資提供。防疫資機材、発電機、

車両等の資機材。救護、救助及び応急復旧に必要な職員の派遣。その他。

50 災害時における相互応援に関する協定書 栃木県日光市 栃木県日光市今市本町１
食料、飲料水、医療品、生活必需品等の物資提供。防疫資機材、発電機、

車両等の資機材。救護、救助及び応急復旧に必要な職員の派遣。その他。

51 災害時相互応援協定書 群馬県安中市 群馬県安中市安中１－２３－１３
食料、飲料水、医療品、生活必需品等の物資提供。防疫資機材、発電機、

車両等の資機材。救護、救助及び応急復旧に必要な職員の派遣。その他。

52 災害時の情報交換に関する協定
国土交通省 関東地方整備局

（荒川上流河川事務所）

さいたま市中央区新都心２－１

さいたま新都心合同庁舎２号館

一般被害状況に関すること、公共土木施設の被害状況に関すること、その

他必要な事項、の情報交換

53
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災害廃棄物等の処理に関する相互支援協定 埼玉県 環境部資源循環推進課
さいたま市浦和区高砂

３－１５－１

災害により区域内の一般廃棄物の適正処理が困難となった場合の、県及び

他市町村の支援
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ウ 参考文献一覧                                                           ＜＜様式１０参照＞＞ 

NO. 文書名 作成者 保管場所 

１ 総合政策部緊急連絡網 総合政策部 各自 

２ 各システムのマニュアル 情報システム担当 窓側収納棚 

３ ふじみ野市地域防災計画 防災担当 窓側収納棚 

４ ふじみ野市地震ハザードマップ 防災担当 窓側収納棚 

５ ふじみ野市震災時の職員行動マニュアル 防災担当 各自 
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  エ 被害チェックシート 簡易版              ＜＜様式１１参照＞＞ 

（被害確認場所：             ） 

日時 
平成  年  月  日（  ） 

：      時点 
記入者  

分類 項目 被害 確認方法 

要員安否 
（情報システ

ム担当） 

死者 名 就業時間内は点呼で、時間外は電話等を
使用して確認する。 
就業時間内の場合は来客者及び帰宅・休
暇・外出要員の安否も合わせて確認する
こと。 
死者、行方不明者、負傷者に該当者がい
る場合は、氏名も記録すること。 

行方不明者 名 

負傷者 名 

参集者 名 

参集者の氏名も参考として記入する。 参集可能との連絡があ 
ったもの 

名 

建物・フロア 

建物（入館可能か否か） あり／なし 建物への入館許可は災害対策本部が把握
している情報を確認する。 
建物付帯設備は特にシステム機器設置場
所での利用可能性を確認する。 

情報システム担当執務室 あり／なし 

システム機器設置場所 あり／なし 

建物内でのラ 
イフライ  
ンの利用 

電気 あり／なし 

対策本部が把握している情報を確認する
（自ら確認しても良い）。 

ガス あり／なし 
水道 あり／なし 
下水・トイレ あり／なし 
通信 あり／なし 

建物付帯設備 

電源設備 あり／なし 

 空調設備 あり／なし 

通信設備 あり／なし 

コ ンピュー 
タ機器、媒体 

ホスト、サーバ設備等 あり／なし 目視で外観上の破損、異常ランプの点
灯、出火、漏水、異臭などがないかを確
認する。被害がある庁舎内に入る場合
は、できる限り複数名で行動すること。 

ネットワーク あり／なし 
磁気媒体（サーバ室内） あり／なし 
磁気媒体（耐火金庫内） あり／なし 

システム 
稼働状況 

システム・インフラ 
様式１３初動業務必要資
源被害等チェックリスト
で実施 

あり／なし 

システム又はサーバ単位に損害状況を調
査する。 
・電源がＯＮとなっているか 
・異常ランプが点灯していないか 
・コンソールに異常メッセージが出力さ

れていないか 
・端末から接続可能か 
・出火、異臭がないか 
・外観からわかる破損がないか 

外部、避難所等の端末や
ネットワーク 

あり／なし 

特記事項  
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  オ 被害チェックシート詳細版               ＜＜様式１２参照＞＞ 

○サーバ室 稼働環境の確認 

分類 調査項目 状況 確認方法 行動補足 

電源
装置 

１ 停電していないか あり／なし 情報システム班が
目視で確認する 

 

２ 
非常用発電装置に損
害・故障はないか。 

あり／なし 災害対策本部に確
認する 

 

３ 
配電場ブレーカーの稼
働状態に問題は無いか 

あり／なし 情報システム班が
目視で確認する 

故障があった場合、
管財担当へ復旧作業
を依頼する。対応可
能な期日を確認する
こと。 

４ 
UPS/CVCF 装置の損
害・故障はないか 

あり／なし 情報システム班が
目視で確認する 

被害がある場合は、
復旧支援業者へ連絡
する。 

空調
設備 

１ 
空調システムの明確な
物理的損害はないか 

あり／なし 

情報システム班が
目視で確認する 

故障があった場合、
復旧支援事業者へ作
業を依頼する。 
通気など可能な限り
の対策を実施し、必
要とあれば優先度の
低いサーバの稼働を
一時停止する。 

２ 漏水していないか あり／なし 
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○システム・インフラ機器個別確認 

１ 機器が転倒、フリーアクセスフロアの陥没により落下していないか。 
２ 機器が大きく位置ずれしていないか。 
３ 外観からわかる破損がないか。異常ランプが点灯していないか。 
４ 水没、漏水、消火活動の際の放水等による水損、出火の際の発煙、塵等による汚染、異臭がないか。 
５ 電源ケーブル、ネットワークケーブルが離脱していないか。 
６ 電源が入っているか否か。 

 
 

 

 
 

 

 

 

№ ﾗｯｸ Lan 機種 1 2 3 4 5 6

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

⑤ TOSHIBA(4) 個人

⑥ FUJITSU(他) 個人

③ TOSHIBA(2) 戸籍

④ TOSHIBA(3) 個人

ｻｰﾊﾞ名

① FUJITSU(住) 個人

② TOSHIBA(1) ネット
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№ ﾗｯｸ Lan 機種 1 2 3 4 5 6

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし
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あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし あり／なし

ｻｰﾊﾞ名

ミツイワ LG⑫

⑬ TKC ｲﾝﾀｰ

⑪ NEC(中） LG

⑨ FUJITSU(個) LG

⑩ NEC(右） LG

⑦ ネットワーク ネット

⑧
FUJITSU

(ネット)
LG



71 

＜＜参考＞＞サーバ配置図 １ 

 
 

＜＜参考＞＞サーバ配置図 ２ 

 

20

19

18

1717

28

27

19

18

23

3

13

14

15

10

12

11

26 26

25

15

13

21

25

24

23

22

21

34

33

32

31

30

29

28

27

34

33

32

27

40

30

29

36

35

36

41

40

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

40

39

38

37

36

35

34

33

32

31

30

29

28

27

7

6

5 5

44

3

20

9

1

31

30

29

28

8

7

6

13

12

11

10

9

1

3

16

2

8

7

6

22

5

4

12

11

10

9

1

6

5

4

3

2

17

16

4141

16

15

14

13

12

21

11

10

9

8

40

39

40

39

38

37

24

22

41

20

26

7

2

19

18

17

25

24

23

22

39

10

39

15

14

13

21

20

19

18

26

23

25

24

14

16

2

8

36

37

38

11

12

15

14

38

37

36

35

38

37

36

35 35

38

37

35

34

33

32

3131

32

33

34

29

22

21

34

33

32

31

30

40

39

27

26

25

28

2

1

42

41

8

7

6

5

4

3

14

13

12

11

10

9

20

19

18

17

16

15

24

23

27

28

29

30

21

22

23

24

25

16

17

18

19

20

26

3

2

13

12

11

10

26

21

24

23

22

18

25

20

29

28

27

1

7

6

1

2

3

4

5

6

7

4

3

2

1

19

15

14

13

9

17

16

40

39

38

37

36

43

44

28

37

39

38

41

36

35

34

33

32

37

32

33

26

27

38

39

29

30

3131

30

40

39

38

37

34

33

32

44

43

42

41

40 40

42

34

35

20

40

39

38

37

36

35

34

33

32

31

30

29

28

27

26

25

24

23

21 21

22 22

23

24

25

22

21

20

19

36

24

23

30

29

31

28

27

26

25

19

36

35

19

7

6

5

4

3

12

11

10

18

17

16

15

14

13

12

11

10

6

5

4

3

2

1

11

8

7

2

1

10

9

8

7

6

5

9

8 8

9

10

9

8

5

4

13

11

17

16

15

14

35

34

33

32

31

30

29

28

27

26

25

24

23

14

15

16

17

18

20 20

19

18

13

12

14

15

12

18

17

16

22

21

41

40

39

38

37

36

35

42

23

22

34

33

32

24

31

30

29

28

1

7

6

5

4

3

2

14

13

12

11

10

9

8

21

20

19

18

17

16

15

27

26

25



72 

 
 

ＰＣ プリンタ ＰＣ 複合機 ＰＣ プリンタ 通信状況 ＰＣ 複合機 通信状況

秘書室 市長・副市長含む

経営戦略室 部長含む

広報広聴課

財政課

情報・統計課

情報・統計課（予備） 貸し出し用ほか

契約・法務課 部長含む

危機管理防災課

人事課

資産管理課

税務課

収税課

市民課 部長含む

市民課出張所

市民総合窓口課

市民総合相談室

保険・年金課

協働推進課 部長含む

文化・スポーツ振興課

環境課

環境センター

産業振興課

福祉課 部長含む

福祉総合支援チーム

障がい福祉課

障害者就労支援センター

高齢福祉課

子育て支援課 部長含む

上野台子育て支援センター

霞ヶ丘子育て支援センター

大井子育て支援センター

保育課

上野台保育所

霞ヶ丘保育所

新田保育所

滝保育所

大井保育所

保健センター

都市計画課 部長含む

公園緑地課

建築課

道路課

上下水道課

会計課 会計管理者含む

議会事務局

監査委員事務局

教育総務課 教育長、部長含む

学校教育課

学校給食課

なの花学校給食センター

あおぞら学校給食センター

社会教育課

大井図書館

大井中央公民館

上福岡公民館

上福岡西公民館

上福岡歴史民俗資料館

大井郷土資料館

福岡河岸記念館

合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

情報系

合計（被害にあってない台数含む） 被害の状況（被害台数を記載する）

○各課配置資源の確認（住民情報系、内部情報系）（各課購入分を除く）

住民情報系 内部情報系所属 備考基幹系
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FAX機能 オプション カード認証 導通確認 利用の可否 その他

本庁 1Ｆ 1 市民課 TA4002i ○ 有

2 保険・年金課 TA4052ci ○ フィニッシャ 有

3 高齢福祉課 TA6002i ○ 有

4 障がい福祉課 TA6002i 有

5 税務課 TA4052ci ○ フィニッシャ 有

6 収税課 TA4002i 有

7 会計課 TA4002i ○ 有

2Ｆ 8 子育て支援課 TA6002i 有

9 保育課

10 文化・スポーツ振興課 TA4002i ○ 有

11 環境課 TA6002i ○ フィニッシャ 有

12 産業振興課

13 協働推進課 TA4052ci ○ 有

14 福祉課 TA6052ci ○ フィニッシャ 有

15 市民総合相談室 TA4002i 有

16 福祉総合支援チーム

3Ｆ 17 危機管理防災課 TA4052ci ○ フィニッシャ 有

18 広報広聴課

19 秘書室 TA4002i ○ 有

20 経営戦略室 TA6052ci フィニッシャ 有

21 財政課

22 契約・法務課 TA6052ci ○ フィニッシャ 有

23 人事課

24 資産管理課 TA4052ci 有

25 監査委員事務局

4Ｆ 26 議会事務局 TA4002i ○ 有

大井総合支所 1Ｆ 27 市民総合窓口課 TA4052ci ○ 有

第2庁舎 1F 28 上下水道課 TA4052ci 有

2Ｆ 29 都市計画課 TA4002i 有

30 建築課 TA4052ci 有

31 公園緑地課

32 道路課 TA6002i ○ フィニッシャ 有

33 道路課（A2対応機） TA4001w

3Ｆ 34 学校教育課 TA6002i ○ フィニッシャ 有

35 学校教育課（２） M3540idn 有

36 教育総務課 TA4002i ○ フィニッシャ 有

37 学校給食課 TA4002i 有

38 社会教育課 TA4052ci ○ 有

4Ｆ 39 情報･統計課 TA4052ci ○ フィニッシャ 有

出先機関 40 出張所 TA4002i ○

41 環境センター TA4002i ○

42 なの花学校給食センター TA4002i ○

43 あおぞら学校給食センター TA4002i ○

44 保健センター TA6002i ○ フィニッシャ 有

45 大井保育所 TA4002i ○

46 上野台保育所 TA4002i ○

47 霞ケ丘保育所 TA4002i ○

48 新田保育所 TA4002i ○

49 滝保育所 TA4002i ○

50 大井中央公民館 TA4002i ○

51 上福岡公民館 TA4002i ○

52 上福岡西公民館 TA4002i ○

53 上福岡歴史民俗資料館 TA4002i ○

54 大井郷土資料館 TA4052ci ○

55 大井図書館 TA4002i ○

○情報・統計課管理　複合機一覧（導通確認用）

設置場所 機種名 IPアドレス
機能 被害状況

備考
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カ 初動業務で必要とされるＩＣＴ資源の被害状況等チェックシート＜＜様式１３参照＞＞ 

 

被災状況・手配状況 備考

市防災行政無線（固定系、同報系） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

市防災行政無線（移動系） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

県防災行政無線（地上系） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

県防災行政無線（衛星系） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

県災害オペレーション支援システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ｊアラート なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ＥMネット なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

緊急速報メール なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

衛星携帯電話 なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

庁内ネットワーク（イントラ、Ｗｅｂメール、LGWANの環境を含む） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

一般回線電話 なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

PHS なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

IP電話 なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

映像伝送システム(本庁⇔支所間のテレビ会議) なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

住基システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

避難行動要支援者台帳システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

障がい福祉総合システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

介護保険システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

生活保護システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

単体ＰＣで利用可能な住基情報、要支援者情報等 なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

サーバ室内空調機 なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

プリンタ（複合機） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

OA消耗品（トナー、紙） （手配）未済／完了

ホームページシステム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Fメール なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

災害ブログ なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

フェイスブック、ツイッター なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

避難所用パソコン、プリンタ （手配）未済／完了

避難所用OA消耗品 （手配）未済／完了

避難所ＰＣで利用可能な住基情報、要援護者情報、その他の災害弱者情報 （手配）未済／完了

道路台帳システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

戸籍システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

りそなイージーバンク なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

共有ファイルサーバ なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

税務システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

課税資料検索システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

国保システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

後期高齢者医療広域連合電算処理システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

文書管理システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

財務会計システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

遺跡地図情報システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

住民情報系システム（全業務） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

住民情報系バックアップデータ なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

内部情報系システム（全業務） なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

内部情報系バックアップデータ なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

各業務系個別システム なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

各バックアップデータ なし／あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

3
日
以
内

平成　　　年　　　月　　　日（　　）　　　　　　　　：　　　　　　　　時点　　　　記入者

必要ＩＣＴ資源

様式１３　初動業務必要資源チェックリスト

3
時
間

（
又
は
6
時
間

）
以
内

1
日
以
内

災
害
発
生
時



75 

キ 各課事務室内、ICT 資源被害チェックシート        ＜＜様式１４参照＞＞ 
○各課事務室内の ICT 資源被害 

日時 
平成  年  月  日（  ） 

：      時点 
記入者  

課名等  
庁舎名 

階数 
 

分類 項目 被害 確認方法 

ＩＣＴ被害 

サーバの転倒、落下 あり／なし 

事務室内の機器類について記

入すること。 

 

入室に危険を感じる場合は、

外からの目視によること。 

 

機器類が損壊している場合、

入室が可能であれば、発火に

備えコンセントを抜くこと

（危険を感じる場合は決して

入室しないこと）。 

 

ブレーカーの操作は、管財担

当が行うので、各課において

は操作しないこと。 

ＰＣ（情報系、基幹系、個別

システム等）の転倒、落下 

（可能であれば台数記入） 

多数/1～2台/無 

（   台） 

プリンタの転倒、落下 あり／なし 

複合機の転倒 あり／なし 

無線アクセスポイントの落下 あり／なし 

電話機の落下 

（可能であれば台数記入） 

多数/1～2台/無 

（   台） 

コンセント部の破損 あり／なし 

電源線、通信線の破損・圧迫 あり／なし 

※本様式は、機器類の利用可能性等について調査するものであり、施設そのものの被害状
況については、管財担当が実施する。 
※就業時間内の場合は１時間以内、その他の場合は３時間以内に本部へ報告すること。 
※確認にあたっては、安全第一を旨とすること。退館指示が出た場合には、速やかに退館
すること。 
※本様式は、各課ごとに「震災時職員行動マニュアル」及び同「様式集」とともに、常時
持ち出し可能としておくこと。 
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ク 復旧対策シート                    ＜＜様式１５参照＞＞ 

報告 

日時 平成   年   月   日（  ）          ：      時点 

記入者  

システム名  

優先度と 
復旧見込 

□第一次復旧システム（～  時間） 復旧見込 

□第二次復旧システム（～  時間） 

□第三次復旧システム 

復旧方針 

場所：□庁舎内で復旧         □庁舎外で復旧 

機器：□既存設備利用         □設備手配により復旧 

情報：□災害による停止時点      □バックアップからのデータ復旧 

復旧計画 

 ～２４時間 ～７２時間  

ハード    

ソフト    

ネット 
ワーク 

   

特記事項  

報告に対する回答 

日時 平成   年   月   日（  ）          ：      時点 

記入者  

指示事項  
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ケ 進捗状況チェックシート                ＜＜様式１６参照＞＞ 

報告 

日時 平成   年   月   日（  ）         ：      時点 

記入者  

システム名  

優先度と 
復旧見込 

□第一次復旧システム（～  時間） 
□第二次復旧システム（～  時間） 
□第三次復旧システム 

復旧見込 

災害の影響 
（要約） 

 
 
 

ハード障害 

障害状況 対策状況 

ソフト障害 

障害状況 対策状況 

ネットワーク 
障害 

障害状況 対策状況 

対策依頼 

□サーバなど機器手配が必要 
□障害対応が必要 
□バックアップ手配が必要 
□復旧支援業者対応が必要 
□現時点で障害対策不明 
□他（要員不足など） 

左記補足 

今後 
予想される 

問題点 
 

特記事項  

報告に対する回答 

日時 平成   年   月   日（  ）         ：      時点 

記入者  

指示事項  
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８．ふじみ野市地域防災計画における想定被害 
（１）地震被害想定（第３章抜粋） 
 

第１節 地震の想定条件 

計画の前提となる地震と被害想定は、埼玉県地震被害想定調査に倣い、比較的切迫性がある

「東京湾北部地震」とこの地震による被害を前提とする。 

この地震による震度は、ふじみ野市では震度６弱以上となる。 

一方で、発生確率はきわめて低いが、ふじみ野市の被害が大きくなる「関東平野北西縁断層

帯地震」も考慮に入れるものとする。 

この地震も含め、埼玉県が想定した地震により発生する被害状況の目安は下表のとおりであ

る。 

 

表 各想定地震の調査結果の概要 

 想定地震 被害状況 

海
溝
型 

東京湾北部地震 ・県南東部を中心に、広範囲で揺れ、液状化による被害が大き

い。 

・人口の集中する地域が被害の中心となり、ほとんどの項目にお
いて、最も被害が大きい。 

茨城県南部地震 ・県東部を中心に広範囲で、液状化による被害が大きい。 

・東京湾北部地震に次いで、断水人口・避難者が多い。 

元禄型関東地震 
（相模湾～房総沖） 

江戸時代に首都圏に大きな被害をもたらしたとされる地震。 
関東大震災もこのタイプの地震である。 

活
断
層
型 

関東平野北西縁断層 

帯地震 

・唯一、県内の最大震度が７となり、県北～県中部の断層近傍の

断層に沿って広範囲で揺れによる被害が大きい。 

・揺れが大きいため、県内の揺れによる全壊建物、建物倒壊によ

る死者が最も多い。 

立川断層帯による地
震 

・県南西部の断層近傍で、被害が集中して発生する。 
・東京都内でも被害が大きく、活断層の地震の中では、帰宅困難

者が最も多い。 

資料：平成２５ 年度埼玉県地震被害想定調査 
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表 気象庁震度階級関連解説表 

震度 ６弱 

人間 立っていることが困難になる。 

屋内の状況 
 固定していない重い家具の多くが移動、転倒する｡ 開かなくなるドアが多

い｡ 

屋外の状況 かなりの建物で、壁のタイルや窓ガラスが破損、落下する。 

木造建造物 
耐震性の低い住宅では、倒壊するものがある。耐震性の高い住宅でも、壁や
柱が破損するものがある。 

鉄筋コンクリー

ト建造物 

耐震性の低い建物では、壁や柱が破壊するものがある。耐震性の高い建物で

も壁、梁（はり）、柱などに大きな亀裂が生じるものがある。 

ライフライン 
家庭などにガスを供給するための導管、主要な水道管に被害が発生する。 
［一部の地域でガス、水道の供給が停止し、停電することもある。］ 

地盤斜面  地割れや山崩れなどが発生することがある。 
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第２節 被害想定結果 

東京湾北部地震による主要被害予測結果は、下表のとおりである。 

 

表 主要被害予測結果一覧表 

被害項目 被害数値 

最大震度 震度６弱 

全壊数 2 棟 

半壊数 95棟 

焼失数 冬18時・８ｍ／ｓ 9棟 

死者数 

夏12時・８ｍ／ｓ 0人 

冬５時・８ｍ／ｓ 0人 

冬18時・８ｍ／ｓ 0人 

負傷者数 

夏12時・８ｍ／ｓ 16 人 

冬５時・８ｍ／ｓ 16 人 

冬18時・８ｍ／ｓ 16 人 

断水人口 21,668 人 

１日後避難者数：冬18時・８ｍ／ｓ 305 人 

帰宅困難者数：夏12 時 7,305 人 

資料：平成２５年度埼玉県地震被害想定調査 
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（２）風水害被害想定（第４章抜粋） 
 

第１節 浸水想定区域 

当市に関係する浸水想定区域は以下のとおりである（区域図は危機管理防災課にて閲覧可

能）。 

① 荒川水系荒川浸水想定区域 

・平成２７年５月に水防法の一部が改正され、想定される最大規模の降雨を前提とした洪水浸

水想定区域を河川管理者より指定・公表している。 

②新河岸川浸水想定区域 

・平成18 年５月26 日に埼玉県により指定されている。 

・100 年に１回程度の降雨により、新河岸川が氾濫した場合に浸水が想定される区域と深さ

が示されている。 
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９．埼玉県緊急輸送道路網                                      ＜＜様式２０＞＞参照 
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１０．資料等 
様式 1：重要システム・インフラの状況 

１－１ システム・インフラ一覧 

１－２ 情報システム一覧 

様式 2： 外部事業者（復旧支援事業者）との関係整理 

様式 3： 庁舎（建物）の状況把握結果 

様式 4： システム機器設置場所の状況把握結果 

様式 5： 電力供給、通信手段に関するリスクの把握結果 

様式 6： 代替拠点選定要素チェックシート 

様式 7： 初動検討ワークシート 

様式 8： 持ち出しリスト 

様式 9： 緊急連絡先一覧  

９－１ 職員緊急連絡先一覧 

９－２ 復旧支援業者の連絡先一覧 

９－３ ふじみ野市防災協定（事業者等）一覧 

様式 10： 参考文献一覧 

様式 11： 被害チェックシート 簡易版 

様式 12： 被害チェックシート 詳細版 

     ○サーバ室稼働環境の確認 

     ○システム・インフラ機器個別確認 

      （サーバ室内平面図、ラック内サーバ配置図、サーバ管理台帳） 

     ○ネットワーク個別確認 

      （情報系アクセスポイント配置図、基幹系・情報系ネットワーク図） 

     ○各課配置資源の確認（住民情報系、内部情報系） 

     ○複合機一覧（導通確認用） 

様式 13：初動業務必要資源被害等チェックリスト 

様式 14： 各課事務室内、ICT 資源被害チェックシート 

様式 15： 復旧対策シート 

様式 16： 進捗報告チェックシート 

様式 17： 訓練計画 

様式 18： 業務継続計画の更新チェック 

     １８－１ 月次見直し項目 

     １８－２ 年次見直し項目 

様式 19： 持ち出しリスト点検事項一覧 

様式 20： 埼玉県緊急輸送道路網 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


